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表紙：電気自動車（日産 e-NV200）貸与式の様子 

市では、日産自動車株式会社が行う電気自動車活用事例創発事業を活用し、電気自動車（日産e-NV200）１台を

3 年間無償で活用できることとなりました。 

この電気自動車は、市内小中学校などで開催される交通安全教室の機材電源としても活用されています。 

詳しくは本書 26 ページをご覧ください。 
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はじめに 
 

地球温暖化に起因する気候変動による影響は世界中に広がっており、干ばつ、異常気象、海面

水位の上昇、感染症の拡大、生物種の絶滅などが危惧されています。 

こうした中、平成27年 11月から 12月にかけてフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約

第 21回締約国会議（ＣＯＰ21）では、京都議定書に代わる温室効果ガス排出削減のための新たな国

際的枠組みとして「パリ協定」が採択されました。 

パリ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して2℃より低く抑える「２℃目標」が設定

されたほか、目標達成のために各国が温室効果ガス排出量の削減目標を設定し、その達成に向け

て国内措置をとっていくことなどが規定されました。 

これを受けて環境省では、日本の温室効果ガス排出量について、「国内の排出削減・吸収量の確

保により、2030 年度において、2013 年度比 26.0％削減の水準にすることとする」という中期目標を掲

げた「地球温暖化対策計画」を平成 28 年 5 月に閣議決定し、目標の達成に向けた対策を進めてい

ます。 

本市におきましても、「茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画」において、市域の温室効果ガス排出

量を「平成 32（2020）年度において平成 2(1990)年度と比較して 20％削減」することを目標として設定

し、市民、事業者の皆様と市が連携、協働して目標の達成に向けた取り組みを進めているところで

す。 

本書は、平成 27 年度に実施した各施策の取り組み状況をまとめ、専門的な見地からのご意見を

伺うため、茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会に諮問し、答申として集約していただいたご意見をお示

ししております。答申は茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会委員の皆様にご負担をおかけしながら、短

期間に審議を重ね取りまとめていただいたものであり、いただいた内容は真摯に受け止め、今後の

施策に反映させるよう努めてまいります。 

今後も、地球温暖化による気候変動を最小限に抑え、持続可能な社会を将来世代に引き継いで

いくため、計画に基づいた地球温暖化対策を推進に努めてまいりますので、市民、事業者の皆様に

おかれましては、一層のご理解、ご協力を賜りますようお願いいたします。 

 

 

平成 29 年 3 月 

 

茅ヶ崎市長 服部 信明 
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茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画について 
  

平成 20 年 6 月に改正された地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）により、これまで一事

業者として地球温暖化防止に向けて実行してきた地方公共団体実行計画を拡充し、従来の地域推

進計画に相当する内容に区域全体の自然的社会的条件に応じた施策を盛り込んだ計画の策定が

義務づけられました。 

これを受けて茅ヶ崎市では、それまでに実行してきた「茅ヶ崎 

市地球温暖化防止実行計画」、「茅ヶ崎市地域省エネルギービ 

ジョン」「茅ヶ崎市地球温暖化対策地域推進計画」それぞれの 

目標達成に向けた施策・対策の進捗状況を踏まえた上で、これ 

らの計画を統合することにより、本市が取り組む地球温暖化対策 

を網羅的かつ体系的に整理し、市域の温室効果ガスを削減する 

総合的かつ計画的な施策を実行していくことを目的として、「茅ヶ 

崎市地球温暖化対策実行計画（以下、実行計画）」を平成 25 年 

3 月に策定いたしました。 

この計画は茅ヶ崎市全体としての温暖化対策をまとめた「茅ヶ 

崎市全体の取り組み（以下、区域施策編）」と一事業者としての 

取り組みをまとめた「茅ヶ崎市行政の取り組み（以下、事務事業 

編）」の大きく分けて 2部構成になっています。 

 

 

本書について 
 

 本書は実行計画に基づき実施した、本市の地球温暖化対策に関する施策の取り組み状況をまとめ

た報告書です。毎年の温室効果ガス排出量を算出、分析し、各施策の実施状況を評価することで、

実行計画の適正な進行管理を行い、実行計画に掲げた温室効果ガス削減目標を達成することを目

的としています。 

本書は実行計画に合わせ区域施策編と事務事業編の 2部構成とし、区域施策編では、茅ヶ崎市

域における温室効果ガス削減目標の達成に向けた進捗状況や、3 つのテーマに沿った優先的に取

り組む施策の実施状況及び担当課による実績評価、今後の方向性等について、事務事業編では一

事業者としての茅ヶ崎市における温室効果ガス削減目標の達成に向けた進捗状況や、各施策の取

り組みについて市が取りまとめた後、専門的な見地からのご意見を伺うべく、茅ヶ崎市温暖化対策推

進協議会に諮問を行い、度重なるご検討のうえ、答申としての評価をまとめていただき、作成いたし

ました。 

なお、本書において、温室効果ガス排出量を算定するために必要な各種統計数値の公表時期の

関係から、温室効果ガス排出量について、区域施策編では平成26年度の速報値を、事務事業編で

は平成 27 年度の確定値を報告しています。  
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■計画期間及び削減目標

温室効果ガス排出状況（排出係数固定版）

茅ヶ崎市全体の取り組み（区域施策編）

（１）温室効果ガスの削減目標

茅ヶ崎市全体の取り組み（区域施策編）の計画期間は、平成25年度から平成32年度までの8年間とし
ます。

（2）温室効果ガス排出状況

※平成2年度、平成22年度から平成25年度の排出量及び32年度の目標値は、昨年度の年次報告書の数値
から変更しています。詳しくは資料編54ページをご参照ください。

基準年度 目標年度 温室効果ガス削減目標

平成2年度
（1990年度）

平成32年度
（2020年度）

平成2年度（1990年度）比
20％削減

二酸化炭素（ＣＯ２）、メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）
ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカーボン（Ｐ
ＦＣ）、六フッ化硫黄（ＳＦ６）

削減対象とする
温室効果ガス(※)

温室効果ガス排出の状況（排出係数固定版） 単位：千ｔＣＯ２

部門
2年度

基準年度
22年度 23年度 24年度 25年度

26年度
最新年度

平成32年度
目標値

産業 1,349 1,054 1,072 1,021 1,056 938 －

民生業務 145 227 226 224 221 204 －

民生家庭 176 231 219 215 202 200 －

運輸 161 177 178 177 177 178 －

その他 36 45 54 47 55 61 －

合計 1,866 1,734 1,749 1,685 1,711 1,581 1,492

＊四捨五入の関係上、表内の合計が合わない場合がある。

＊その他には、廃棄物及びその他３ガス由来の温室効果ガス排出量が含まれる。

＊平成26年度の数値は暫定値。

＊電気の排出係数は、環境省発表の平成21年度実排出係数（0.384kg-CO2/kWh）を使用して算定している。
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【参考】温室効果ガス排出状況（排出係数変動版）

温室効果ガス排出状況（排出係数変動版）

　温室効果ガスの排出量集計に使用する排出係数は毎年変動するため、係数をそのまま引用すると、
省エネ行動の効果などエネルギー消費の観点から見た排出量の増減の把握が困難となるため、本計
画では削減目標に対する評価については計画策定時から継続引用した排出係数に基づいて行うこと
としておりますが、参考として変動する排出係数を引用した推計値を以下に記載します。
　 引用する排出係数について、例えば平成26年度については、0.505ｋｇ-CO2/kWhを使用していま
す。その他の年度については資料編42ページをご参照ください。

■26年度の排出状況
・市域の温室効果ガス総排出量は、基準年度比で15.2%、前年度比で7.5%の削減となりました。
・部門別で見ると、産業部門で基準年度比30.4%の削減、前年度比11.1%の削減。
民生業務部門で、基準年度比40.6%の増加、前年度比7.6%の削減。
民生家庭部門で基準年度比13.6%の増加、前年度比0.9%の削減。
運輸部門で基準年度比10.5%の増加、前年度比0.5%の増加。
・産業部門では、全業種に共通し石油製品及び電力の使用量が減少していることが排出量削減に繋
がっていると考えられます。
・民生業務部門では、前年度と比べ従事者数が増えており、電力の使用量も増加していますが、石油
製品や軽油などの使用量減少が排出量の削減に繋がっていると考えられます。
・民生家庭部門では、前年度と比べ約2千世帯増加し、電力使用量も増加していますが、石油製品や
軽油などの使用量減少が排出量削減に繋がっていると考えられます。
・運輸部門では、車両登録台数が前年度より約500台増加していることが、排出量の増加に繋がってい
ると考えられます。
・全体でみると目標達成に向け、今後6年間で平均0.8%の排出量削減が求められますが、このままの
ペースで削減が続けば目標は達成できる見込みです。
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１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

・データ分析については、温室効果ガス排出量算出に用いる各データから各部門毎の増減要因と考えられるもの
について今年度より記載を行うことといたしました。
・市では、引き続き「ちがさきエコネット」を活用し、市民、事業者からのデータ把握を行うとともに、太陽光発電設備
や省エネ機器に対する補助金制度を行うことで対策の支援を行っています。

平成29年度以降に対応予定のもの

・引き続きわかりやすい記載内容となるようデータ分析の精度向上に努めてまいります。

　茅ヶ崎市の排出状況が視覚化され、施策の一定の効果も確認できる。
　今後も、市民に実感をもってもらう書き方、最新の動向が確認できる書き方となるよう、さらに工夫してほしい。
　市事務局内での確認と表記にとどまる部分が多く、獲得したデータのさらなる収集精査も必要である。それには、
データにもとづき何をどこまで取り組めばいいか等、PDCAサイクルを動かすためにも、今後の施策検討をいっそう
進めるべきである。
　削減実績では、産業部門の努力が大きく反映されており、今後は施策の推進とともに各分野の削減が不可欠で
ある。この推進体制づくりは、行政の役割として期待が高まっているはずである。とりわけ、世帯数の増加、民生業
務部門の従事者数増加が予測されているが、この領域への働きかけは不足気味であり、早めの検討と対策が求め
られる。

■茅ヶ崎市の温室効果ガス排出の状況に対する協議会指摘事項

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

　報告書において、市域の排出量データの公表と、そのわかりやすい表示という配慮は、大切なことである。こうした
資料により、市民、事業者等に対して、重要な温暖化防止のアピールにつながるものと考えられる。今後も、データ
の公表を継続すべきである。　そして、排出ガスの削減をさらに進めるべく、具体的な対策・施策につながるよう、担
当課によるデータ分析を徹底してもらいたい。
　今後は、部門別の排出状況にあわせた部門別の対応とその条件設定が不可欠となるであろう。したがって、デー
タ把握から対策へという仕組みを、早急に構築すべきではないだろうか。

(2)指摘事項に対する市の対応

平成28年度中に対応・実施しているもの
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【参考】国の温室効果ガスの削減目標に対する本市の目標の考え方について 

 

 平成 27 年 11 月から 12 月にかけてフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第 21

回締約国会議（COP21）では、京都議定書に代わる平成 32（2020）年以降の温室効果ガス排出

削減等のための新たな国際枠組み「パリ協定」が採択されました。 

 パリ協定では世界共通の長期目標として、平均気温の上昇を産業革命前と比較して 2℃より

十分低く抑える「2℃目標」が設定されたほか、各国に対しては温室効果ガスの削減目標の作成

を求め、その達成に向けた国内措置を遂行することなどが規定されました。 

 環境省ではパリ協定を踏まえ、日本の温室効果ガス排出量について、「国内の排出削減・吸

収量の確保により、平成 42（2030）年度において、平成 25（2013）年度比 26.0％減の水準にす

ることとする」という中期目標を掲げた「地球温暖化対策計画」を平成28年5月に策定しました。 

 本市においては、「茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画」において、市域の温室効果ガス排出

量を「平成 32（2020）年度において、平成 2（1990）年度比 20％削減」することを中期目標とし、

その達成に向け各施策を進めているところです。 

 下の表は、国の温室効果ガス排出削減目標を参考として、本市の平成 42（2030）年度の目標

値を仮に試算したグラフです。 

 

  

 本市の平成25（2013）年度の排出量の実績は171万1千トンであり、ここから26％削減した数

値 126 万 6 千トンが、本市の平成 42（2030）年度目標の参考値となります。 

 この参考値は、現在の計画における平成 32（2020）年度の目標値である 149万 2千トンからさ

らに約 15％の削減が必要となりますが、本書 4 ページの温室効果ガス排出状況のペースで削

減が進めば、達成不可能な数値ではありません。 

 しかしながら、平成 42（2030）年度に参考値を達成するためには、現在の計画における平成

32（2020）年度の目標の達成が必要となることから、本市としては、現在の計画に基づく施策の

実行に注力していくことで、平成 32（2020）年度の目標の達成を目指すこととし、平成 33（2021）

年度以降の目標については、次期計画の改定の際に国や県の目標を踏まえ検討します。 

単位：千 t-CO2 

現在の計画の目標値：1990 年度比▲20％ 

国の目標値である 2030 年度に 2013 年度

比▲26％を本市の排出量の当てはめると 

1,711 千トン×（1-0.26）≒1,266 千トン 

→現行計画の目標値である 2020 年度

1,492 千トンから約 15％の削減となる。 



(3)施策体系図
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施　策　の　分　類

①その他の再生可能エネルギーの導入推進の検討

①みどりの保全
②みどりの再生・創出

①リフューズ（要らないものを買わない・断る）の推進
②リデュース（ごみの排出を抑制する）の推進
③リユース（繰り返し使う）の推進
④リサイクル（資源として再生利用する）の推進
⑤ごみの減量や分別に関する情報提供

①事業系一般廃棄物の排出抑制・資源化の推進

①省エネルギー・地球温暖化防止に関する普及啓発
    システムの構築・利用
②省エネルギー・地球温暖化防止に関する継続的な
　　実態調査の実施
③環境に関するイベント・講座の実施
④環境教育の実施

①市民・事業者・市による連携・協働の仕組みづくり

進めよう！
事業活動における
地球温暖化対策
　　1.2-①(P41)
　　5.1-①(P46)
　　5.1-②(P46)
　　5.1-③(P46)
　　5.2-①(P47)

協力しよう！
地域で取り組む
地球温暖化対策
　　1.1-③(P40)
　　2.1-①(P42)
　　2.1-②(P42)
　　3.1-①(P43)
　　3.1-⑤(P44)
　　5.2-①(P47)

取り組んでみよう！
ちがさき省エネライフ
　　1.1-①(P40)
　　5.1-①(P46)
　　5.1-②(P46)
　　5.1-③(P46)
　　5.2-①(P47)

優先的に取り組む施策Ⅰ

①省エネエコライフの促進
②環境に配慮した商品やサービスの選択促進
③省エネルギー機器の利用・導入促進
④省エネリフォームの促進

①事業活動での環境配慮の促進
②環境に配慮した商品やサービスの提供促進
③省エネルギー機器の導入促進
④環境に配慮した農業・漁業の促進
⑤建築物・設備の省エネ性能の改善促進

①太陽光発電設備・太陽熱利用設備の導入支援
②太陽光発電設備の普及のための仕組みの構築

※数字は施策の方針を、○数字は施策の分
類を表しています

（P40）

（P42）

（P41）

優先的に取り組む施策Ⅱ

優先的に取り組む施策Ⅲ

①ヒートアイランド対策の推進

①エネルギーの面的利用の推進
②市民・利用者に使いやすい交通システムの推進
③自動車の走行に伴う温室効果ガス排出量の低減
④自転車の利用促進
⑤エコカーの導入促進

（P42）

Ⅰ－1 

日常生活における地球温暖化対

策とその温室効果ガス削減効果

の発信 

Ⅰ－2 

日常生活における地球温暖化対

策の取り組み状況の把握 

Ⅰ－3 

省エネルギー表彰制度の導入 

Ⅱ－1 

事業活動における地球温暖化対

策とその温室効果ガス削減効果

の発信 

Ⅱ－2 

事業活動における地球温暖化対

策の取り組み状況の把握 

Ⅱ－3 

エコ事業者認定制度の導入検討 

Ⅲ－1 

住宅、事業所、公共施設への省

エネルギー機器や再生可能エネ

ルギー自家発電設備の設置 

Ⅲ－2 

電気自動車の導入推進 

Ⅲ－3 

地域での発電電力や環境価値を

地域で利用する仕組みづくり 

優先的に取り組む施策 

Ⅰ：取り組んでみよう！ 

ちがさき省エネライフ 

Ⅱ：進めよう！ 

事業活動における地球温暖化対策 

Ⅲ：協力しよう！ 

地域で取り組む地球温暖化対策 
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優先的に取り組む施策Ⅰ：取り組んでみよう！ちがさき省エネライフ 

施策の柱Ⅰ－1：日常生活における地球温暖化対策とその温室効果ガス削減効果の発信 

施策の柱Ⅰ－2：日常生活における地球温暖化対策の取り組み状況の把握 

施策の柱Ⅰ－3：省エネルギー表彰制度の導入 

優先的に取り組む施策Ⅱ：進めよう！事業活動における地球温暖化対策 

施策の柱Ⅱ－1：事業活動における地球温暖化対策とその温室効果ガス削減効果の発信 

施策の柱Ⅱ－2：事業活動における地球温暖化対策の取り組み状況の把握 

施策の柱Ⅱ－3：エコ事業者認定制度の導入検討 

優先的に取り組む施策Ⅲ：協力しよう！地域で取り組む地球温暖化対策 

施策の柱Ⅲ－1：住宅、事業所、公共施設への省エネルギー機器や再生可能エネルギー自家発電

設備の設置 

施策の柱Ⅲ－2：電気自動車の導入推進 

施策の柱Ⅲ－3：地域での発電電力や環境価値を地域で利用する仕組みづくり 

 

(4) 優先的に取り組む施策の進捗評価について 

 

 優先的に取り組む施策とは 

地球温暖化対策に関する施策は多種多様で、数も多く、分野も多岐にわたることから、全ての施策を同時

に実施していくことは困難です。そこで実行計画では、着実に削減目標の達成を目指すため、施策の中から

「優先的に取り組む施策」を選定し、推進することとしています。 

 また、「優先的に取り組む施策」をより効果的に進めるため、他の施策と組み合わせた形で3つのテーマに分

類し、各テーマに設けた施策の柱ごとに施策の進捗管理指標や目標及び実施スケジュールを示しています。 

 

優先的に取り組む施策の 3つのテーマ及び施策の柱 

 評価方法について 

本書では、削減目標達成に向けた施策の進行管理を着実に行うため、優先的に取り組む施策について評

価しています。 

評価方法は、まず優先的に取り組む施策のテーマに設けられた施策の柱ごとに各担当課が施策の取り組

み状況の評価及び課題の抽出を行い、今後の方向性の検討を行っています。 

そして、茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会では、担当課が行った施策の実施状況やその評価、今後の方向

性に対して専門的な見地から検証し、優先的に取り組む施策のテーマごとに施策をさらに進めるための提案

や課題の改善策などについてコメントしています。 

  担当課では、茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会のコメントを踏まえ次年度以降の目標を定めます。また、必

要に応じて進捗管理指標や施策目標の見直しを行います。 

このような Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Action（改善）のＰＤＣＡサイクルの手法を

繰り返すことによって、施策の進捗状況を管理し、継続的に改善していきます。 

 【評価方法のイメージ】 

 

 

 

 

 

（２） 省エネナビ、エコワットの無料貸出について 

各年度に目指す目標を

担当課が毎年度設定 

施策を実行 取り組み状況についての評価及び

課題の抽出、今後の方向性の検討 

 

協議会による検証

及び改善策の提案 

必要に応じ、進捗管理指標や施策目標、スケジュールなどの見直

し。協議会からの指摘事項に対する対応 

 

Plan（計画） 

Do（実行） Check（評価） 

Action（改善） 

Check（評価） 



■目標年度までの実施スケジュール

■26年度までの主な取り組みと課題

■平成27年度の取り組み状況

■今後の取り組み

■優先的に取り組む施策Ⅰに対する協議会指摘事項

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

(2)指摘事項に対する市の対応

A：極めて順調に進んでいる
B：おおむね順調に進んでい
る
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

課題

１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

施策 取り組み内容 担当課

施策 取り組み結果 担当課

成果

　Ⅰ－1：　 △△△△△△

■施策の概要

（※）がついている語句は用語集に説明を記載しています。

施策 進捗管理指標 目標 実施スケジュール（年度）

26　27　28　29　30　31

主な取り組み

課題

■成果・課題と評価

評価

凡例  

施策の概要（どのようなことに取り

組む施策か）を記載しています。 

それぞれの具体的施策について、

平成27年度の目標及び取り組み内

容を記載しています。 

実施した取り組みの成果や予定以

上に実施できた取り組みなどを記

載しています。 

実施できていない取り組みや改善

を要する取り組みについて理由や

内容などを記載しています。 

優先的に取り組む施策Ⅰ：○○○○○ 

施策ごとの目標年度までの進捗管

理指標・目標・実施スケジュールを

記載しています。 

「A～E」および「－」（評価不能）の6

段階で評価しています。 

成果や課題から導いた今後の取り

組みを記載しています。 

各施策のテーマごとに27年度に温

暖化対策推進協議会からいただい

た指摘事項を記載しています。 

各施策のテーマごとに28年度に担

当課が行った評価に対する温暖化

対策推進協議会の指摘事項を記

載しています。 

平成26年度までの主な取り組みと

課題を記載しています。 

施策の柱 

優先的に取り組

む施策のテーマ 

P 

D C 

C 

A 27年度の指摘事項に対する市の

対応状況を記載しています。 
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

運用開始
（27年度）

運用開始
（27年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

ちがさきエコファミ
リー制度の導入

環境政策課

取り組み結果 担当課施　策

ちがさきエコネット
の導入

・目標どおり平成27年4月よりサイトの運用を開始しました。
・サイトの周知活動として、広報紙やタウン紙による周知、市民2,000人と事業
者1,000社に対して実施している「省エネルギー・地球温暖化対策に関する意
識調査」へのチラシの同封、事業者が集まる会議での周知、市内事業所への
直接の依頼、各種イベントでの周知、市ホームページにおけるメール配信
サービスの活用等、様々な周知活動を行った結果、平成28年3月末時点での
「ちがさきエコファミリー」（※）の参加世帯が116世帯、エコ事業者（※）の参加
が5事業者となりました。

環境政策課

・目標どおりサイトの運用開始とともに平成27年4月より制度を開始しました。
・サイトの運用開始に伴い、地球温暖化対策のため、節電や節水などの省エ
ネルギーに取り組んでいただけるご家庭「ちがさきエコファミリー」の募集を開
始しました。
・市からの地球温暖化対策に関する情報の発信として、「ちがさきエコファミ
リー」を対象としたメールマガジンの仕組みを構築し、情報の発信を行いまし
た。

【優先的に取り組む施策Ⅰ:取り組んでみよう！ちがさき省エネライフ】

Ⅰ－1：日常生活における地球温暖化対策とその温室効果ガス削減効果の発信

■施策の概要

・市民の皆様が地球温暖化対策に自主的に取り組めるよう、市はご家庭で取り組める省エネ対策例や実際にご家
庭で取り組んだ対策の効果を公表したり、講座やイベントを開催します。
・地球温暖化対策に関する情報をまとめたポータルサイト「ちがさきエコネット」(※)を作成し、情報発信するととも
に、「ちがさきエコファミリー」登録者による情報提供ページを設置します。

施　策 目標
具体的

取り組み内容

・協働推進事業として、ＮＰＯ法人湘南ふじさわシニアネットとの協議や茅ヶ崎市温暖化対策
推進協議会(※)との議論を重ね、27年4月からの「ちがさきエコネット」運用開始に向けた準備
を26年度中に完了しました。
・運用開始に向け、「省エネルギー・地球温暖化防止に関する意識調査」(※)へのチラシの同
封や、27年4月1日号の広報原稿の作成など、サイト周知の準備も26年度末までに実施しまし
た。

・「ちがさきエコネット」をより効果的に運用するため、あらゆる手法でサイトを周知し、多くの
「エコファミリー」登録者を得ていくための普及活動が必要です。
・「ちがさきエコネット」運用開始後の運用方法改善について検討していく必要があります。

主な取り組み

課題

実施スケジュール（年度）

ちがさきエコネット
の運用・改善

ちがさきエコファミ
リー制度の運用・改
善

ちがさきエコネット
の導入

ちがさきエコファミ
リー制度の導入

進捗管理指標

ちがさきエコネットの構築・運
用開始

ちがさきエコファミリー制度の
構築・運用開始

 

0 
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■成果・課題と評価

■今後の取り組み

　ちがさきエコネットは楽しみながら省エネに
取り組めるサイトです。また、スマートフォン
やタブレット端末からもアクセスできます。
　ぜひ一度「ちがさきエコネット」をご覧くだ
さい。
　　https//chigasaki-econet.jp/

　「ちがさきエコネット」は、市民や事業者の皆様と市が一体となって、より一層地球温暖化対策を推
進することを目的としたポータルサイトです。市からの一方的な情報提供だけでなく、市民や事業者の
皆様が行っている省エネ活動などを紹介及びそれらの情報を相互に共有、交流ができるのが特徴です。

茅ヶ崎市地球温暖化対策ポータルサイト「ちがさきエコネット」

施　策 取り組み内容 担当課

ちがさきエコネット
の導入

・「ちがさきエコネット」の普及を目指し、積極的な広報・情報の受発信を行い
ます。
・「ちがさきエコネット」の普及策やコンテンツの改善策等について、茅ヶ崎市
温暖化対策推進協議会で年１回以上議論します。
・「ちがさきエコネット」の利用率を維持し、環境家計簿(※)又はエコひろばへ
の入力者数について、平成32年度時点で3,000件を目指します。

環境政策課

ちがさきエコファミ
リー制度の導入

・「ちがさきエコファミリー」制度の普及策等について、温暖化対策推進協議会
で年１回以上議論します。

環境政策課

担当課による評価

・目標どおり、平成27年4月からのサイト運用を開始することができました。
・運用開始に合わせ、各種媒体の活用や環境フェア(※)等のイベント等様々な機会を捉
えてサイトの周知を行いました。

B
課題 A：極めて順調に進んでいる

B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」によると、「ちがさきエコネット」を知ら
ない市民の方は約８割にのぼります（資料編42ページ）。このことから、引き続きあらゆる
手法、機会を捉えてサイトを周知し、多くの「ちがさきエコファミリー」登録者を得ていくた
めの普及活動が必要です。
・「ちがさきエコネット」に登録して終わりではなく、サイトを継続的に利用していただくた
め、運用状況を分析し、コンテンツの改善について検討していく必要があります。

成果

ちがさきエコネットHOME画面 ちがさきエコネットQRコード 
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

100％
（32年度）

延べ120回
（32年度）

80％以上
（32年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

　

【優先的に取り組む施策Ⅰ:取り組んでみよう！ちがさき省エネライフ】

Ⅰ－2：日常生活における地球温暖化対策の取り組み状況の把握

■施策の概要
・市民の意識や行動の変化を把握し施策を検討するため意識調査を行い、その調査結果を公表します。
・「ちがさきエコファミリー」登録者を対象とした減ＣＯ２コンテストなどの実績データをホームページ等で公表しま
す。
・省エネナビ(※)やエコワット(※)などの活用により、家庭での電気などのエネルギー使用量の見える化を図りま
す。

施　策 進捗管理指標 目標
具体的

取り組み内容

実施スケジュール（年度）

省エネルギー・地
球温暖化防止に関
する意識調査

省エネルギー・地球温暖化
防止への取り組みを「実践し
ている」と回答した割合

意識調査の実施・
分析・公表

省エネナビやエコ
ワットの貸出しによ
る省エネ活動促進

年度当たり貸出し延べ回数
省エネナビやエコ
ワットの貸出し及び
実績分析

環境政策課

主な取り組み

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」を無作為抽出した2,000人の市民に対し実
施し、結果を市ホームページにおいて公表しています。21年度からこれまでの回答数及び
「省エネの取組みを実践している」と回答した方の推移は資料編42ページのグラフの通りで
す。
・26年度の省エネナビ、エコワットの年度あたりの貸し出し延べ件数が33件になりました。

課題

・これまでの意識調査の結果を踏まえ、省エネナビ・エコワットの使用、及び「ちがさきエコネッ
ト」の「環境家計簿」利用による「エネルギーの見える化」や、こまめな消灯やエアコンの設定
温度の適正化などの「コストのかからない省エネの方法」を「ちがさきエコネット」等で周知して
いく必要があります。
・意識調査の回答率を維持しながら、省エネルギーの取り組み方法を周知していく必要があり
ます。
・省エネナビ、エコワットの貸し出しを引き続き推進していく必要があります。

施　策 取り組み結果 担当課

省エネルギー・地
球温暖化防止に関
する意識調査

・引き続き無作為に抽出した市民2,000人に対し意識調査を実施し、回答数
は795件、回答率は39.8％となりました。うち、省エネの取り組みを実践してい
ると回答した方の割合は51.8％でした。
・意識調査の結果を取りまとめ、市ホームページに公表しました。

環境政策課

省エネルギー実績
の把握及びその成
果の公表

ちがさきエコファミリー登録
世帯１人当りのエネルギー
使用量を、登録年度に比べ
て削減できた世帯数の割合

ちがさきエコファミ
リー登録者のエネ
ルギー使用量の把
握・分析・公表

省エネナビやエコ
ワットの貸出しによ
る省エネ活動促進

・広報紙、ホームページ、タウン紙により周知を行いました。
・省エネナビ、エコワットの貸し出し件数は延べ38件でした。
・貸出しによる省エネ活動の内容及びその効果を把握するためのアンケート
調査の準備を行いました。

省エネルギー実績
の把握及びその成
果の公表

・「ちがさきエコファミリー」登録世帯1人あたりの1ヶ月の電気使用量の平均は
128.4ｋWhでした。（資料編42ページ参照）27年度はちがさきエコネットの運用
開始年度であるため、進捗管理指標である登録年度に比べて削減できた世
帯数の割合は、28年度以降公表します。

環境政策課

 

0 

0 
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■成果・課題と評価

■今後の取り組み

環境政策課

省エネルギー実績
の把握及びその成
果の公表

・家庭でのエネルギー使用量については、「ちがさきエコネット」を活用し、「ち
がさきエコファミリー」による温室効果ガス削減効果を把握し、その公表の仕方
について検討を行います。

環境政策課

成果 担当課による評価

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」を予定どおり実施し、回答数及び省エ
ネを実践していると回答した方の割合ともに26年度を上回りました。
・省エネナビ、エコワットの貸出件数が26年度を上回りました。
・「ちがさきエコネット」の環境家計簿へ入力されたデータから、「ちがさきエコファミリー」
登録世帯１人あたりの1ヶ月のエネルギー使用量を集計しました。

C

課題 A：極めて順調に進んでいる
B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・意識調査の結果によると、省エネを実践している割合は前年度を上回ったものの、まだ
低い水準となっています。意識調査の「温室効果ガスの優先的に取り組むべき排出削
減方法は」という設問に対し、「家庭における自主的な省エネルギーの取り組みをコスト
をかけないで行う」を選択した世帯が約4割を占めており、（資料編43ページ参照）省エ
ネナビ、エコワットの貸出しや「ちがさきエコネット」等による情報発信を行い、家庭にお
ける省エネルギーの取り組みを支援していく必要があります。

施　策 取り組み内容 担当課

省エネルギー・地
球温暖化防止に関
する意識調査

・市民2,000人を対象とした意識調査を実施し、その結果を取りまとめ、ホーム
ページ等で公表します。

環境政策課

省エネナビやエコ
ワットの貸出しによ
る省エネ活動促進

・利用者に対しアンケート調査を実施し、家庭における省エネの取り組み状況
を把握します。
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

運用開始
（27年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

■成果・課題と評価

省エネルギー表彰
制度の導入

制度運用開始時期
省エネルギー表彰
制度の運用・改善

【優先的に取り組む施策Ⅰ:取り組んでみよう！ちがさき省エネライフ】

Ⅰ－3：省エネルギー表彰制度の導入

■施策の概要

・家庭での地球温暖化対策を促進するため、「ちがさきエコネット」参加者の中から特に優れた取り組みを行ってい
る市民及び事業者等に対する表彰制度を運用します。

施　策 進捗管理指標 目標
具体的

取り組み内容

実施スケジュール（年度）

環境政策課
省エネルギー表彰
制度の導入

・「ちがさきエコネット」の「環境家計簿」、「エコひろば」を活用し、「ちがさきエ
コファミリー」を対象とした表彰制度「冬の省エネコンテスト」を実施しました。コ
ンテストは以下の2つの部門に分けて実施しました。
①電気使用量削減部門：12月から2月までの3ヶ月間の電気使用量を前年と
比較して2ヶ月以上使用量を減らすこと成功した方に記念品を贈呈するもの。
②節電アイデア部門：「エコひろば」に投稿された、家庭で取り組む節電のア
イデアのうち、優れたアイデアを表彰するもの。

主な取り組み
・「ちがさきエコネット」のコンテンツである「環境家計簿」を活用した表彰制度の概要を決定
し、「ちがさきエコファミリー」及び「エコ事業者」(※)それぞれの省エネ表彰の説明ページに掲
載しました。

課題

・具体的な抽出条件、表彰件数、審査の有無、審査基準などの詳細について検討する必要
があります。
・「ちがさきエコファミリー」、「エコ事業者」とも、できるだけ簡素な応募要領で、ユニークで他の
家庭や事業者へ広がっていくような取り組みを拾い上げることができ、家庭や事業者が積極
的に省エネルギーに取り組む動機付けが図られる制度を構築する必要があります。

施　策 取り組み結果 担当課

成果 担当課による評価

・「冬の省エネコンテスト」電気使用量削減部門では、22世帯が2ヶ月以上の削減を達成
しました。22世帯の電気使用量の削減量は、5,171ｋＷｈで、これをCO2に換算すると
2,611ｋｇ-CO2となります。（電力削減量に環境省発表の平成26年度東京電力実排出係
数0.505ｋｇ-CO2/kWhを乗じて計算）
・節電アイデア部門では、7つのアイデアが投稿され、その内容を茅ヶ崎市温暖化対策
推進協議会で審査、3つのアイデアを表彰対象として決定しました。

C

課題 A：極めて順調に進んでいる
B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・「ちがさきエコファミリー」を対象とした表彰制度は実施しましたが、「エコ事業者」を対象
とした表彰制度を実施できませんでした。
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■今後の取り組み

施　策 取り組み内容 担当課

省エネルギー表彰
制度の導入

・取り組みの紹介を目的とした表彰制度を年１回以上実施します。
・エコ事業者の表彰制度を検討します。
・省エネルギー表彰制度の参加条件である環境家計簿への入力を促し、表
彰制度に参加した登録者数について、平成32年度時点で3,000件を目指しま
す。

環境政策課

【断熱シート年間使用】
数年前からプチプチ断熱シートを張っています。なんとプチプチ材はレンズ効果で透視度が窓
が明るくなるんです。又、夏季の冷房のときも遮熱になり年間貼ってあります。ぴちっと貼る
より多少隙間を入れて貼るほうが断熱、より層が多くなり効果的です。断熱シートとセロテー
プでとめるだけです家の内側に貼り付けます。毎年電力消費が下がっています。

【こまめな温・湿度チェック(冬編）】
殆どの窓ガラスに断熱シートをはり洗面所・風呂場を二重窓にしました。冬場の風呂場は特に
寒いので入浴前に風呂の蓋をあけて湯気をたてておくと大分気分的に違います。冬季のエアコ
ンはあまり使用せずこたつとファンヒータで過ごす。最初は２０度徐々に１７度、１５度と段
階的に温度調整をして一人の時は一枚上着を羽織るとさほど苦にならない。あまり寒いと体に
悪いのでほどほどに温度調整をした方がよいと思います。
 部屋の灯りも状況に応じて照明を調整し不要な時はなるべく消灯する。 就寝前に湯たんぽも
いいですよ！ 今冬、おおきく変わったのはタイル張りからユニットバスにしました。

【契約アンペアの変更】
電気の使用状況を見て、契約アンペアを少なくした。
その結果、必然的に不必要な機器の電源を落とす様になり、節電につながった。
カーテンの裏に断熱ｼｰﾄを付け、冷暖房の効率を上げた。

冬の省エネコンテストで表彰された省エネのアイデア 
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１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

【優先的に取り組む施策Ⅰ：取り組んでみよう！ちがさき省エネライフ】

■優先的に取り組む施策Ⅰに対する協議会指摘事項

　エコネットの構築が、協議会の審議に基づいて設計され、市、認定NPO法人湘南ふじさわシニアネットとの協働で
できあがった点は評価に値する。今後もエコネットによる周知活動を徹底し、情報を継続的に発信して、市民のエ
コ・ネットワーク化を進めるべきであろう。
　あわせて、エコネット構築の目的でもある情報開示の確実性、その前提となる適切な情報や市民意見の収集を大
いに期待する。
　「エコファミリー」の登録促進は改善の余地が大きい。参加者となる市民に対して、普及活動を徹底し、登録意欲
を促進するインセンティブの設定や、口コミ実績につながる対策を実施すべきだと考えられる。
　こうした検討は協議会も望んでおり、担当課との継続した話し合いを希望する。

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

　「ちがさきエコネット」を構築し、運用開始していることは評価できる。ただし、エコネットの周知不足、エコファミリー
の登録件数の伸び悩み、省エネナビやエコワットの貸し出し認知度の低さは、依然として課題といえる。
　制度の周知は、市内の多様な組織、団体、個人の協力を得て、目標管理と併せ一層の取り組みを行ってほしい。
そして、エコネットが継続的に利用されるよう、市民がアクセスしたいと思える工夫やアクセスしやすい工夫を取り入
れ、コンテンツを強化し、双方向型の情報交換を可能にしてもらいたい。
　実際の情報を共有、活用し、報告がまとめられている点は、報告書として適切である。そこで、把握した情報により
確認された事項を、今後は施策に具体化する工夫が望まれる。

(2)指摘事項に対する市の対応

・「ちがさきエコネット」への新規登録者獲得のための周知活動として、タウン紙による周知、環境フェア等各種イベ
ントでの周知を行っています。また、7月から9月にかけて環境家計簿を活用した「夏の省エネコンテスト」を行い、コ
ンテスト開催に合わせて市ホームページにおけるメール配信サービスを活用した周知を行っています。

平成28年度中に対応・実施しているもの

平成29年度以降に対応予定のもの

・省エネコンテスト以外のイベントや新たなコンテンツの設定など、「ちがさきエコファミリー」への登録意欲を促進す
る対策について、温暖化対策推進協議会等と議論しながら検討を進めます。
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

情報提供
開始

（27年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

■成果・課題と評価

■今後の取り組み

成果 担当課による評価

・サイトの運用開始に合わせて、「ちがさきエコネット」が持つ情報発信の機能を活用し、
市だけでなく国や県が事業者向けに実施している省エネや地球温暖化対策に関する情
報の提供を行うことができました。

C
課題 A：極めて順調に進んでいる

B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・提供する情報の数を増やすため、国や県が事業者向けに行う事業の情報を収集して
いく必要があります。
・市からの情報提供だけでなく、事業者同士、事業者から市民への省エネや地球温暖
化対策に関する情報を提供していただくための方法を検討していく必要があります。

・市及び国、県の情報の掲載や、写真を使って視覚的にイベント等情報をお知らせする「フォ
トライブラリー」、「ちがさきエコネット」の参加者同士で省エネ等に関する情報を自由に交換す
ることができる「エコひろば」等、市から事業者へ、事業者同士で、事業者と市民の間での情
報のやりとりの仕組みを「ちがさきエコネット」内に構築しました。

主な取り組み

ちがさきエコネット
によるイベントや講
習会等の開催情報
の提供

ちがさきエコネット
の活用による情報
提供

ちがさきエコネットによるイベ
ントや講習会等の開催情報
の提供

【優先的に取り組む施策Ⅱ：進めよう！事業活動における地球温暖化対策】

Ⅱ－1：事業活動における地球温暖化対策とその温室効果ガス削減効果の発信

■施策の概要

・「ちがさきエコネット」に事業者向けのページを作成し、温室効果ガス削減効果が高かった省エネ対策事例を紹
介します。
事業者が集まるイベントや講習会の開催等の情報提供を行い、事業者間の情報交換を促進します。

施　策 目標
実施スケジュール（年度）

進捗管理指標
具体的

取り組み内容

取り組み結果 担当課

・「ちがさきエコネット」内の事業者会員のページ「事業者の皆さまへ」の情報提供や事業者間
での情報交換を効果的に行うために、「ちがさきエコネット」への参加事業者を増やす必要が
あります。

課題

施　策

ちがさきエコネット
の活用による情報
提供

・「ちがさきエコネット」の「おしらせ」に市が事業者向けに行う補助事業の情報
のほか、国が行う「省エネ支援サービス」の情報、県が行う「九県都市クール
シェア」の取り組みなどの情報を掲載しました。
・「ちがさきエコネット」への登録事業者を増やすため、事業者が集まる会議に
おいて「エコ事業者認定制度」の説明を行い、登録を呼びかけました。

環境政策課

施　策

ちがさきエコネット
の活用による情報
提供

取り組み内容 担当課

・事業活動における省エネ対策事例や温室効果ガス削減効果が高かった省
エネ対策事例を紹介します。
・事業者を対象とした「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」におい
て、「ちがさきエコネットに地球温暖化対策事例を書き込んだことがある又は
紹介されている事例を参考にしたことがある」という回答した割合について、平
成32年度時点で80％以上を目指します。

環境政策課
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

80％以上
（32年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

■成果・課題と評価

■今後の取り組み

【優先的に取り組む施策Ⅱ：進めよう！事業活動における地球温暖化対策】

Ⅱ－２：事業活動における地球温暖化対策の取り組み状況の把握

■施策の概要

・事業者に対し、定期的な意識調査を行うとともに、事業活動に伴う温室効果ガス排出量の現状を把握し、その分
析結果を公表します。

施　策 進捗管理指標 目標
具体的

取り組み内容

実施スケジュール（年度）

事業者の地球温暖
化対策取り組み状
況の把握

事業活動のエネルギー使用
量削減事業者数の割合（エコ
事業者認定時比）

意識調査、結果の
分析・公表

主な取り組み

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」を無作為抽出した事業者1,000社に対し実
施し、結果を市ホームページにおいて公表しています。
・平成21年度からこれまでの回答数及び「省エネの取組みを実践している」と回答した事業者
の割合の推移は資料編43ページのグラフのとおりです。

課題

・「省エネを実践している」と回答した割合は45.5％と平成21年度以降では最低となりました。
省エネに取り組めなかった理由のうち最も多かった回答は「省エネの方法が分からない」であ
り、次いで「省エネの実行にはコストがかかる。」「省エネを実行してもその効果が分からない」
でした。この結果を踏まえ、「ちがさきエコネット」で他の事業所での取り組みを紹介していくと
ともに、「ちがさきエコネット」の「環境家計簿」をご利用いただくことで、「エネルギーの見える
化」を図っていただくよう周知していく必要があります。

施　策 取り組み結果 担当課

事業者の地球温暖
化対策取り組み状
況の把握

・引き続き無作為に抽出した事業者1,000社に対し、意識調査を実施した結
果、回答数は303件でした。（回答率30.3％）うち、省エネの取り組みを実践し
ている事業者の割合は51.0％でした。
・意識調査の結果を市ホームページに公表しました。

環境政策課

成果 担当課による評価

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」を予定どおり実施し、回答数は26年
度を若干下回ったものの、省エネを実践していると回答した事業者の割合は26年度を
上回りました。

C
課題 A：極めて順調に進んでいる

B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・意識調査の中で、省エネを実践している割合が前年度を上回ったものの、まだ低い水
準となっています。意識調査の設問「温室効果ガスの優先的に取り組むべき排出削減
方法は」に対し、「企業や家庭において、自主的な省エネルギーの取り組みを推進する
など、コストをかけないでできる取り組みを行う方法」を選択した事業者が約5割を占めて
おり（資料編43ページ参照）、「ちがさきエコネット」等を活用し、「コストをかけない省エ
ネ」の方法を紹介していく必要があります。

施　策 取り組み内容 担当課

事業者の地球温暖
化対策取り組み状
況の把握

・市内事業者1,000社を対象とした意識調査を実施し、その結果を取りまとめ、
ホームページ等で公表します。

環境政策課
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

運用開始
（27年度）

700件
（32年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

■成果・課題と評価

施　策 取り組み結果 担当課

環境政策課
エコ事業者認定制
度の導入、実績
データの把握

・「エコ事業者」認定を5社に行いました。
・「エコ事業者」として認定した事業者に対し、「エコ事業者認定証（※）」を交
付しました。
・「エコ事業者認定制度」の周知のため、事業者が集まる会議で説明を行い、
「エコ事業者」への登録を呼びかけました。
・「エコ事業者」の事業活動におけるエネルギー使用量のデータを「環境家計
簿」に入力していただくことで実績データの把握を行いました。

成果 担当課による評価

・27年度末時点で5つの事業者に「エコ事業者」認定をしました。
・「エコ事業者」に、事業活動における電気、ガス、水道などのエネルギー使用量を「環
境家計簿」に入力していただき、実績データの把握を行いました。

制度の運用・改善

主な取り組み
・「ちがさきエコネット」のオープンと同時に「エコ事業者認定制度」をスタートすることができま
した。
・事業者のエネルギー使用量の実績データの把握の仕組みを構築することができました。

課題

・「エコ事業者」の認定事業者数をできるだけ増やすため、庁内の関係各課や商工会議所等
と連携し周知する必要があります。
・事業者のエネルギー使用量の実績データを把握するため、「環境家計簿」への入力を促す
方法を検討する必要があります。

エコ事業者認定制度の認定
数

制度の普及及び認
定作業、実績デー
タの把握

エコ事業者認定制
度の導入、実績
データの把握

エコ事業者認定制度の構築

【優先的に取り組む施策Ⅱ：進めよう！事業活動における地球温暖化対策】

Ⅱ－3：エコ事業者認定制度の導入検討

■施策の概要

・事業者の地球温暖化対策を進めるため、温室効果ガス排出量の削減に積極的に取り組む事業者を「ちがさきエ
コネット」内において「エコ事業者」と認定する制度の導入を検討します。
・「エコ事業者」の登録数を増やすことを目指します。
・「エコ事業者」の取り組み内容を公表することにより、その他の事業者への情報提供とエコ事業者認定取得への
動機付けを図ります。

施　策 進捗管理指標 目標
具体的

取り組み内容

実施スケジュール（年度）

C
課題 A：極めて順調に進んでいる

B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」によると、「ちがさきエコネット」を知ら
ない事業者の方が約7割となっています（資料編44ページ）。このことから、引き続きあら
ゆる手法、機会を捉えてサイトを周知し、多くの「エコ事業者」を得ていくための普及活動
が必要です。
・「環境家計簿」へのエネルギー使用量を入力など、引き続き実績データを把握する方
法を検討する必要があります。
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■今後の取り組み

施　策 取り組み内容 担当課

エコ事業者認定制
度の導入、実績
データの把握

・「エコ事業者認定制度」の運用を継続します。また、運用をする中で必要に
応じて改善を検討します。
・「エコ事業者認定制度」の普及活動を実施します。登録していただいた事業
者に対しては、環境家計簿への入力を促す方法を検討します。

環境政策課

エコ事業者認定証のデザイン 

ちがさきエコネットのエコ事業者一覧画面 
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１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

【優先的に取り組む施策Ⅱ：進めよう！事業活動における地球温暖化対策】

■優先的に取り組む施策Ⅱに対する協議会指摘事項

　事業者向けエコネットの準備作業が目標スケジュール通り完了したことは評価できる。
　今後、本施策の慎重な検討とともに、事業者へのさらなる普及活動や参加促進策が求められる。
　エコネット内のコンテンツの充実は、エコネット活用のために有意義である。それだけに、ますます、タイムリーに情
報を提供する方法が検討されるべきであろう。
　とりわけ、小規模事業者は、経営との接点が見つけにくいために温暖化対策に躊躇する場合がある。したがって、
温暖化対策や省エネは、経営の効率化につながる取り組みでもあるという説明が求められる。
　それには、市内の関係団体や本協議会とともに検討した、普及活動が必要となると思われる。

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

　市から事業者への、積極的な情報提供の実績があるのは評価される。ただし、エコ事業者の登録件数が依然とし
て少なく、早急な対策（提供される情報の量と質）が望まれる。周知方法の見直し、市内の関係団体への協力要
請、事業者への誘因（経済面の他、事業支援、事業所イベントや事業活動の紹介等）をさらに検討するなど、取り
組みを前進させてほしい。また、本社と事業所の別、を考慮しつつ、重複する作業の低減を検討し、入力の仕組み
も再考してはどうか。
　アンケートデータ等と連動させた課題設定は、たいへん望ましい形である。可能ならば具体策まで展望できれば
良い。これら見直しとともに、事業者との連携・協力が図られることが望まれる。

(2)指摘事項に対する市の対応

・「エコ事業者」への新規登録獲得のための周知活動として、タウン紙による周知、環境フェア等各種イベントでの
周知を行っています。
・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」にエコネット周知のチラシを同封しています。

平成28年度中に対応・実施しているもの

平成29年度以降に対応予定のもの

・事業者への情報提供を適切に行うため、国や県の事業者向け情報収集を強化します。
・事業者へのさらなる普及のため、省エネの取り組みが経営の効率化につながることの説明の内容及び方法につ
いて検討します。
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

設置者数
の増減比
の把握

2,750世帯
（32年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

茅ヶ崎市太陽光発
電設備普及啓発基
金の活用

太陽光発電設備普及啓発基
金活用の仕組みづくり

制度導入
(26年度)

太陽光発電設備設
置補助

機器・設備の設置

・平成25年度で国の補助制度が終了した影響もあり、太陽光発電の設置が減少傾向にありま
す。余剰電力の買取価格の動向や、太陽光発電設備の設置単価、近隣自治体の動向などを
勘案しながら、今後の制度のあり方について検討する必要があります。
・太陽光発電設備、住宅用コージェネレーションシステムとも、さらなる普及のため、28年度か
ら30年度までの本市の総合計画第3次実施計画において補助制度を継続できるよう予算化を
目指します。

主な取り組み

【優先的に取り組む施策Ⅲ：協力しよう！地域で取り組む地球温暖化対策】

Ⅲ－1：住宅、事業所、公共施設への省エネルギー機器や再生可能エネルギー自家発電設備の設置

■施策の概要

・住宅への高効率給湯器やコージェネレーションシステム等の省エネルギー機器、再生可能エネルギーを利用し
た自家発電設備設置に対する補助を継続します。
・事業者に対しては、「茅ヶ崎市太陽光発電設備普及啓発基金」を活用した設置導入支援や導入誘導方策を検討
します。
・公共施設では、再生可能エネルギーを利用した自家発電設備の設置を進めるとともに、学校等での環境教育へ
の活用を図ります。

施　策 目標

取り組み結果 担当課施　策

省エネルギー機器
の導入補助

・「省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査」の結果、27年度に省エネ機
器を導入したと回答したのは296で、全体の約37.2％でした。（回答数：795）
導入している機器で最も多かったのは、LED照明等の高効率型照明器具、次
いで冷蔵庫やエアコン等省エネルギー性能のある家電でした。(資料編44
ページ参照)
・住宅用コージェネレーションシステム設置費補助金の交付件数(資料編44
ページ参照)は96件、住宅用太陽熱利用設備設置費補助金は3件で、ほぼ目
標件数どおりとなりました。（目標件数は合わせて100件）

環境政策課

具体的
取り組み内容

・再生可能エネルギー導入の支援策については、住宅用コージェネレーションシステム(※)の
補助金交付件数は目標を上回ることができました。
・茅ヶ崎市太陽光発電普及啓発基金を活用した補助制度を27年度から開始するための準備
を進めることができました。
・新たに2件の公共施設に太陽光発電設備及び蓄電池を設置することができました。

実施スケジュール（年度）

設置者の増減比の
把握、補助金制度
のＰＲ、補助金交付
事務

省エネルギー機器
の導入補助

進捗管理指標

意識調査において、省エネ
ルギー機器を設置した市民、
事業者数の割合

太陽光発電設備の
普及

太陽光発電設備の導入世帯
数

太陽光発電設備設
置補助

積立、寄付金の募
集・受付

環境教育での活用

公共施設における
再生可能エネル
ギーを利用した自
家発電設備の設置

公共施設への省エネルギー
機器や再生可能エネルギー
自家発電設備の設置状況

23施設
（32年度）

課題
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■成果・課題と評価

■今後の取り組み

環境政策課

茅ヶ崎市太陽光発
電設備普及啓発基
金の活用

・補助制度を継続していくための財源を確保するため、基金への積立につい
て、毎年130万円を目指します。
・太陽光発電普及啓発基金を活用した補助制度を実施し、市内の事業所や
施設等への設置を目指します。

環境政策課

公共施設における
再生可能エネル
ギーを利用した自
家発電設備の設置

・公共施設への省エネルギー機器や再生可能エネルギー自家発電設備の設
置を進めます。

環境政策課
各施設所管課

成果 担当課による評価

・補助事業について、太陽光発電設備の設置については約9割、省エネ機器等の導入
についてはほぼ予定件数に達しました。
・新たに1件の公共施設に太陽光発電設備及びコージェネレーションシステムを設置し
ました。
・太陽光発電設備普及啓発基金への積立額が昨年度を上回りました。

B

課題 A：極めて順調に進んでいる
B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・平成24年度をピークに太陽光発電設備設置費補助金の申請件数が減少傾向にありま
す。余剰電力買取価格の動向や、太陽光発電設備の設置単価、近隣自治体の動向な
どを勘案しながら今後の補助制度のあり方について検討する必要があります。

茅ヶ崎市太陽光発
電設備普及啓発基
金の活用

・基金の積み立てについては、市民活動サポートセンター及びこどもセンター
の売電収入や寄附金を中心に積み立て、27年度の積立額は1,443,021円、
27年度末時点の累計積立額は5,392,860円となりました（資料編45ページ参
照）。
・基金を財源として、事業者が市内の事業所等に太陽光発電設備を設置する
際の費用の一部を補助する制度を開始しましたが、申請はありませんでした。

太陽光発電設備の
普及

・住宅用の太陽光発電設備設置費補助金の交付件数(資料編44ページ参照)
は187件であり、目標件数（208件）の約9割となりました。目標に達しなかった
要因としては、余剰電力の買取価格の下落等が考えられます。
・27年度に補助制度を利用し設置した太陽光発電設備の総発電容量は
867.3ｋWであり、設備1ｋWあたり1年間で1,000ｋWｈ発電する想定で計算する
と437.99ｔＣＯ2の排出量を削減している計算になります。
（注：排出係数は環境省発表の26年度東京電力実排出係数0.000505（t-
CO2/kWh）を使用）

環境政策課

環境政策課

公共施設における
再生可能エネル
ギーを利用した自
家発電設備の設置

・市役所本庁舎の建て替えに伴い、太陽光発電設備30ｋW、コージェネレー
ションシステム25ｋW（2台）を導入し、庁舎の照明設備の電力源として活用し
ています。
・庁舎照明にLED照明(※)を導入するとともに、人感センサーを活用すること
で効率的な運用を行っています。

環境政策課
施設再編整備

課

施　策 取り組み内容 担当課

省エネルギー機器
の導入補助

・設置状況の把握のため、意識調査を実施します。
・広報紙、タウン紙、ホームページ等を活用し補助制度のPRを実施します。
・住宅用コージェネレーション設備設置費補助金及び住宅用太陽熱利用設
備設置費補助金の受付を行います。

環境政策課

太陽光発電設備の
普及

・太陽光発電設備設置費補助金の受付を行います。
・広報紙、タウン紙、ホームページ等を活用し補助制度のPRを実施します。
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

50台／年
(32年度)

3％以上
（32年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

■成果・課題と評価

■今後の取り組み

【優先的に取り組む施策Ⅲ：協力しよう！地域で取り組む地球温暖化対策】

Ⅲ－2：電気自動車の導入推進

■施策の概要

・電気自動車の普及のため、電気自動車の購入費に対する助成を継続して行います。
・市民、事業者への普及啓発のため、電気自動車を率先して導入します。

施　策 進捗管理指標 目標
具体的

取り組み内容

実施スケジュール（年度）

・公用車として電気自動車を導入する際は公用車駐車場における充電器の設置も合わせて
検討する必要があるため、予算上の制約が大きいことが導入が進まない要因となっています。
・本計画策定時におけるスケジュールでは28年度以降の電気自動車の補助制度は継続を検
討することになっています。車両の市場価格や国、県、他自治体の動向を考慮しながら検討
する必要があります。

施　策 取り組み結果 担当課

電気自動車の購入補助件数
電気自動車の導入
補助

主な取り組み
・電気自動車購入費補助金の26年度末時点の累計補助件数が101件になりました。
・公用車における電気自動車の所有台数は3台となっています。

公用車における電気自動車
の所有割合

公用車への電気自
動車の導入

電気自動車の導入
推進

電気自動車の導入
推進

・27年度の補助件数は17件であり、目標の30件に達しませんでした。
・日産自動車株式会社が地球温暖化対策として電気自動車の普及を目的に
全国の自治体向けに実施した「電気自動車活用事例創発事業」を活用し、ワ
ンボックスタイプの電気自動車（日産e-NV200）1台を3年間無償で借り受ける
こととなりました。また、借り受けにあたり、無償貸与を記念した式典を平成28
年3月に実施し、市が実施する交通安全教室での活用方法を紹介しました。

環境政策課

成果 担当課による評価

・電気自動車の無償貸与により、公用車として使用できる電気自動車の台数が4台にな
りました。
・式典では、交通安全教室で使用する信号機の電源として電気自動車を使用すること
で、電気自動車の電源としての活用法を市民の皆様に周知することができました。

C

課題 A：極めて順調に進んでいる
B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・電気自動車購入費補助金について、今後の補助制度のあり方を検討する必要があり
ます。

課題

施　策 取り組み内容 担当課

電気自動車の導入
推進

・広報紙、タウン紙、ホームページ等を活用し補助制度のPRを実施します。
・電気自動車購入費補助金の受付を行います。
・公用車としての電気自動車の導入について、引き続き公用車買い替えの時
期を捉え、関係課への働きかけを行います。

環境政策課
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■目標年度までの実施スケジュール（市が実施主体の取り組み）

27 28 29 30 31 32

制度導入
（26年度）

■26年度までの主な取り組みと課題

■27年度の取り組み状況

■成果・課題と評価

・国が設けていた支援制度を活用し、「ＮＰＯ法人ちがさき自然エネルギーネットワーク」と協
働で認定手続きを進め、「茅ヶ崎市太陽光発電クレジット事業」（茅ヶ崎おひさまクレジット）
（※）として制度認証されました。
・26年度末時点での参加世帯数は53世帯でした。

課題

・今後も事業の周知活動を継続することで事業参加者を増やし、事業の拡大を目指します。
・事業参加者へクレジット売却益を還元するまでの事業のサイクルを確立するため、クレジット
購入企業の募集活動を行う必要があります。
・事業の実施主体はＮＰＯ法人であるため、市としての関わり方や支援方法についてＮＰＯ法
人と協議を続ける必要があります。

施　策 取り組み結果 担当課

課題 A：極めて順調に進んでいる
B：おおむね順調に進んでいる
C：ある程度進んでいる
D：あまり進んでいない
E：積極的な取り組みが必要
-：評価不能

・現在保有している22トンのクレジットをご購入いただける企業等を募集していく必要が
あります。
・クレジットの売却を進め、事業参加者への還元を行い、事業への参加から還元までの
サイクルを確立する必要があります。

優先的に取り組む施策Ⅲ：協力しよう！地域で取り組む地球温暖化対策

Ⅲ－3：地域での発電電力や環境価値を地域で利用する仕組みづくり

■施策の概要

・再生可能エネルギーを利用した自家発電設備で発電された電気や環境価値（※）を地域で利用する仕組みの構
築を図ります。

施　策 進捗管理指標 目標
具体的

取り組み内容

実施スケジュール（年度）

茅ヶ崎市太陽光発
電クレジット制度の
導入

茅ヶ崎市太陽光発電クレジッ
ト制度の導入時期

利用者の募集、運
用、改善

主な取り組み

成果 担当課による評価

・26年度末時点の参加世帯である53世帯の太陽光発電による環境価値をとりまとめ、27
トンのクレジットの認証を受けました。
・うち5トンのクレジットを湘南国際マラソンで使用するエコ袋のカーボンオフセットに活用
しました。

B

茅ヶ崎市太陽光発
電クレジット制度の
導入

・事業参加者に、26年度中の累積発電量及び売電量のデータを提供してい
ただき、自家消費分のＣＯ2削減量を算出、27トンのクレジットが国に認証され
ました。
・認証されたクレジットのうち、5トンが湘南国際マラソンでランナーが使用する
ポリ袋（エコ袋）のカーボンオフセット(※）に活用されました。また、この取り組
みが新聞各紙に取り上げられ、より一層の普及に向けたＰＲ等を行うことがで
きました。

環境政策課
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■今後の取り組み

　平成27年12月に開催された「第10回湘南国際マラ
ソン」で、参加ランナーが着替えなどを入れるためのエ
コ袋（約2万6千枚）を製造する際などに生じた4.186
トンのCO2のカーボンオフセットとして、袋の製造元で
ある株式会社湘南貿易に5トンのクレジットを購入して
いただきました。
　今後も環境保全に取り組む事業者等のご協力をいただ
きながら、一定額を積立てた段階でクレジット事業にご
参加いただいている市民の皆様への還元を行う予定で
す。

施　策 取り組み内容 担当課

茅ヶ崎市太陽光発
電クレジット制度の
導入

・広報紙、タウン紙はもとより、あらゆる媒体の活用、機会を捉え、事業の周知
を行い、参加者の増加を図ります。
・制度を運用するために必要なクレジットの売却活動を行い、平成32年度時
点で全量売却を目指します。

環境政策課

太陽光発電クレジット事業（茅ヶ崎おひさまクレジット） 

 ＮＰＯ法人ちがさき自然エネルギーネットワーク（ちがさきＲＥＮ）との協働により平成26年度より開始した事業で

す。 

 ご自宅に設置した太陽光発電設備で発電した電力のうち、ご自宅で使用した電力の環境価値をちがさきＲＥＮ

が取りまとめ、国の認証を受けて売買可能な「クレジット」に変換します。 

 「クレジット」は企業などへ売却し、その売り上げを商品券などに変え、参加者に還元します。この事業の参加

対象は茅ヶ崎市在住で平成25年4月以降に太陽光発電を設置した方です。   

茅ヶ崎おひさまクレジットイメージ図 

エコ袋のデザイン 

拡大 

茅ヶ崎おひさまクレジットで取りまとめた環境価値が湘南国際マラソンで活用されました！ 
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１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

【優先的に取り組む施策Ⅲ：協力しよう！地域で取り組む地球温暖化対策】

■優先的に取り組む施策Ⅲに対する協議会指摘事項

　本施策に関係する地域での取り組みは、市の有効な誘導がいっそう必要であると考えられる。
　低炭素型まちづくり推進のために、今後も積極的に取り組んでいくべきであろう。
　また、本施策に関連する情報を、わかりやすく伝える方法について、さらなる検討を望む。
　とくに、市民・事業者・行政が相互に連携して推進する温暖化対策は不可欠であり、その準備のための諸施策の
理解、普及がさらに望まれる。
　予算が必要なものについては、計画上、きっちり予算化してほしい。たとえば、省エネルギー、再生可能エネル
ギー、自家発電に関係する設備導入には、今後も補助金施策が有効であり市民レベルの温暖化防止活動に大き
な効果が期待できるため、継続的に実施をしてほしい。

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

市の補助事業における予定数の達成や、基金の積み立て実績など、重要な対策の成果が認められる点は評価で
きる。ただし、顕在的な課題にたいし、さらなる取り組みの具体化とともに、着実な解決が期待される。本項目の施
策の継続、予算化の継続は必要であり、例えば電気自動車の補助など、目標の達成に努力すべきである。また、
電気自動車の活用など、実演をともなう情報の提供も、実践的で必要な対応である。
　「茅ヶ崎おひさまクレジット」の普及は、市民にも市にも利益となるが、売却先の問題も含め、仕組みについて再検
討が必要である。情報をわかりやすく提供する工夫で、仕組みへの参加者を増やしてほしい。
　公共施設の設備改善は温暖化対策の他、非常用電源の活用にも有効であり、進めて欲しい。

(2)指摘事項に対する市の対応

・再生可能エネルギー、省エネルギー、電気自動車導入のさらなる普及を目的として、太陽光発電設備設置費補
助金、住宅用コージェネレーションシステム設置費補助金、住宅用太陽熱利用設備設置費補助金、電気自動車購
入費補助金を実施しています。

平成28年度中に対応・実施しているもの

平成29年度以降に対応予定のもの

・限られた財源の中で効果的に施策を推進していく観点から、各種補助制度については、国や県の動向、他市の
動向、これまでの実績等を勘案しながら、あり方を検討していきます。
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 (5) その他施策の実施状況について 

 
 

施策の方針 1.1 家庭における省エネ行動の推進や省エネ機器等の導入支援 

 

省エネエコライフの促進【環境政策課】 
・ちがさき節電コンテスト 2015、冬の省エネコンテストの実施【再掲】 

ご家庭での節電の取り組みを応援するため、昨年度に引き続き夏期に「ち

がさき節電コンテスト 2015」を実施しました。また、新たな取り組みとして、

ちがさきエコネットの登録世帯を対象に「冬の省エネコンテスト」を実施しま

した。 

【ちがさき節電コンテスト 2015 実施結果】 

年度 

（西暦） 

参加 

世帯数 

電力削減量 

（kWh） 

ＣＯ２削減量 

(kg-CO2) 

削減率１位 

(%) 

26(2014) 34 3,931.0 1,985.2 50.2 

27(2015) 21 2,172.0 1,096.8 36.9 

注：ＣＯ2 排出削減量は電力削減量×0.505kg-CO2（環境省発表：平成 26 年度東京電力実

排出係数）により算出。 
 

冬の省エネコンテストでは、従来の電気使用量削減に加え「節電アイデア

部門」を設置し、市民のみなさんが日頃実施されている節電アイデアを募集 

しました。 

応募いただいた 7つのアイデアのうち、汎用性、省エネルギー性、継続性など 

の項目で高い評価を受けた 3名の方を表彰しました。 

 

施策の方針 1.2 事業者における省エネ行動の推進や省エネ機器等の導入支援 

 

省エネルギー機器の導入促進【環境政策課・産業振興課】 
・商店会の街灯ＬＥＤ化に対する補助事業として、4つの商店会の街灯 

合計 151 基のＬＥＤ化事業費に対し 2分の 1 の補助を行いました。 

 

環境に配慮した農業・漁業の促進【農業水産課】 
・援農ボランティア(※)の斡旋について、5 件の農家に対して 7件の斡旋を

行い、6件成立しました。 

・援農ボランティア育成講座について、全 18 回にわたり講習および実習に

よる講座を実施しました。 

・市内に田を有する希望者 13名にレンゲ草の種子を配布し、281 アールに

播種
は し ゅ

し、緑肥による地力の向上と良好な景観形成を図りました。 

 

建築物・設備の省エネ性能の改善促進【建築指導課】 
都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく「低炭素建築物新築計画の認定」により、4 件の新築計画を認定し

ました。 

施策の柱１ 家庭・事業者における省エネ行動の推進や省エネ機器等の導入支援 
 

援農ボランティア育成講座の様子 

ちがさき節電コンテストの

PR チラシ 
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(5) その他施策の実施状況について 

 

 (5) その他の施策の実施状況について 

 

施策の方針2.1 太陽光発電設備の導入支援や普及のための仕組みの構築 

太陽光発電設備・太陽熱利用設備の導入支援【環境政策課・産業振興課】 

補助事業名 交付額 実績件数 交付金額 出力合計 
CO₂ 

削減効果 

太陽光発電設備設置費補助

金(戸建て住宅) 

1 万円/1kW 

(上限 4 万円) 

187 件 

［228 件］ 

6,824 千円 

［8,123 千円］ 

867.3kW 

［972.1kW］ 

437t 

［516t］ 

太陽光発電設備設置費補助

金（共同住宅） 

1 万円/1kW 

(上限 9.9 万円) 

0 件 

［1 件］ 

0 千円 

［97 千円］ 

0kW 

［9.75kW］ 

0t 

［5t］ 

太陽光発電設備パワーコンデ

ィショナ交換費補助金 

税抜価格の 20％ 

（上限 6 万円) 

2 件 

［1 件］ 

120 千円 

［17 千円］ 

  

家庭用太陽熱利用設備（※） 

設置費補助金 

5 万円/1 台 3 件 

［0 件］ 

150 千円 

［0 千円］ 

  

注： [  ]は平成 26 年度実績 

CO₂削減効果は、太陽光発電設備1kw当たりの年間発電量を1,000kwhと想定（新エネルギー財団による統計調査）し、排出係数は環

境省発表の平成 26 年度東京電力実排出係数 0.000505（ｔ-CO2ｋWh）を使用し算出しています。 

 

・太陽光発電設備設置費補助金（戸建て住宅）においては、26 年度と比較して 41 件申請件数が減少しまし

た。要因としては、国及び神奈川県が補助制度を終了したことが考えられます。 

平成２１年度より開始した補助制度により、27 年度までに 1,929 件の補助を実施してきました。 

最近の太陽光発電設備の設置価格は、補助制度開始した当初に比べると6割程度まで下がったことから設

置しやすくなっており、新築住宅においては、標準的な住宅設備になりつつあります。また、国が進めている

再生可能エネルギーの固定価格買取制度も太陽光発電の普及が進んだ理由として挙げられます。 

・太陽光発電設備パワーコンディショナ（※）交換費補助金については、2件の申請がありました。 

パワーコンディショナの一般的な耐用年数は 10 年と言われています。 

 

 

                         

 

 

 

 

施策の方針2.2 その他の再生可能エネルギーの導入推進の検討 
・蒸気タービン発電設備の活用 

環境事業センターは、ごみの焼却炉で発生した蒸気を利用し、１時間に最大1,800ｋWh発電できる発電機により発

電し、施設内で消費する電力を賄い、余った電力 5,076,320ｋWｈ（売電額：80,107,012 円）を売電しました。 

その他熱源として場内の給湯及び冷暖房用に使用され、さらに場外の温水プールでも使用しています。 

施策の柱２ 再生可能エネルギーの積極的導入支援 

PICK UP!! 企業向け茅ヶ崎市の再生可能エネルギー導入支援 

ビルドアップ・茅ヶ崎2 

平成28年3月までの「茅ヶ崎市企業等立地等促進条例」を5年間延長し、立地支援・設備投

資支援の対象業種の追加や税制のさらなる優遇など盛り込んだビルドアップ茅ヶ崎2ndが28

年4月よりスタートしました。 

従来の「立地支援」、「設備投資支援」、「地域貢献支援」のメニューはそのままに固定

資産税・都市計画税の優遇税率、優遇期間を大幅に拡大しています。                                

ビルドアップ・茅

ヶ崎2について詳

しくはこちら 
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(5) その他施策の実施状況について 

 

施策の方針3.1 低炭素型都市システムの構築 

自転車利用の促進【都市政策課・安全対策課】 

・自転車駐車場の設置・拡大 

茅ヶ崎駅南口に幸町第二自転車駐車場（収容台数74台）を開設しました。 

共恵自転車駐車場を94台から264台へ増設し定期利用を拡大しました。 

・自転車専用レーンの設置 

 鉄砲道の「東海岸北五丁目」交差点から「平和学園前」交差点までの約1.5ｋｍ 

区間に自転車専用レーンを設置しました。 

・シェアサイクル事業の開始 

 茅ヶ崎駅改札横にある観光案内所を窓口するレンタサイクル（5 台）をスタート

しました。 

・予約型乗合バス乗合所を2箇所追加しました。 

施策の方針3.2 みどりの保全・再生・創出 

みどりの保全【景観みどり課】 

・コア地域(※)の1つである「赤羽根十三図」について、保全管理計画を策定しました。 

みどりの再生・創出【景観みどり課・公園緑地課・環境政策課】 

・自治会や緑の里親ボランティアにより、花の植え付けや除草といった清掃活動を継続的におこなっています。 

・グリーンバンク制度(※)を活用し、27年度は樹木の配布を12件33本、受け入れを4件30本行いました。 

・生け垣の築造への助成(※)を5件、生け垣の保全への助成(※)を846件に行いました。 

【助成により築造された生け垣】 

施策の方針3.3 ヒートアイランド対策の推進 

ヒートアイランド対策の推進 

【環境政策課・景観みどり課・道路管理課・道路建設課】 

・「緑のカーテン(※)事業」で、243世帯に3株のゴーヤの苗を配布しました。 

・また、公共施設への緑のカーテン導入について、17箇所で実施することが 

出来ました。 

施策の柱３ 低炭素型まちづくりの推進 
 

市民の方から寄せられた 

緑のカーテンの写真 

鉄砲道の自転車専用レーン 

生垣築造後 築造前 

幸町第２自転車駐車場 
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(5) その他施策の実施状況について 
 

 

 

施策の方針4.2 事業系一般廃棄物の排出抑制・資源化の推進 

事業系一般廃棄物の排出抑制・資源化の推進【資源循環課・環境事業センター】 

・ごみ排出量の多い上位100事業者を訪問し、排出抑制、ごみの減量化などの啓発、集積場所の確認を行い

ました。 

・多量排出事業者（年間約60t以上）の減量化等計画書の提出について通知し、20社より減量化計画書を受けました。 

・環境事業センターにて、事業系一般廃棄物の搬入物調査を寒川町と連携して12回実施し、排出及び搬入状況につ 

いて把握しました。また、不適切な排出及び搬入をしている事業者に対して23件指導を行いました。 

 

施策の方針4.1 ４Ｒの推進 

1.リフューズ（要らないものを買わない・断る）の推進【資源循環課】 
・ちがさき環境フェアで、ごみと資源物の処理の流れをわかりやすくパネルにまとめ周知しました。 

・市民団体との協働推進事業で「なんでも夜市」に出展し、来場者に対し４Rに関するアンケートを実施しました。 

 

2.リデュース（ごみの排出を抑制する）の推進【資源循環課】 

・「ごみ通信ちがさき」秋号で、不適正排出削減の特集を行いました。 

・生ごみ処理容器（コンポスト(※）)91 基、家庭用の生ごみ処理機(※)22 基の購

入補助を行いました。 

・小学４年生を対象に出前講座「茅ヶ崎市のごみと資源物の分別方法やごみ収

集車パッカーくんの仕組みを学ぼう！」を 6 校で開催しました。 

・自治会等を対象に寒川広域リサイクルセンター、環境事業センター、最終処

分場等の施設見学会を 94 回実施しました。 
 

 

3.リユース（繰り返し使う）の推進【環境政策課・資源循環課・環境事業センター】 

・環境フェア 2015 においてブックオフコーポレーション(株)協力のもと梅田小学

校生徒が FKP（古本回収プロジェクト）を行い 427 冊回収しました。集めた古本

の売却益 6,730 円を緑のまちづくり基金及び太陽光発電設備普及啓発基金に

寄付しました。 

・収集した大型ごみの中から、リサイクルが可能なもの（主に家具類）を選別し、

修理・補修を行った後、リサイクル品展示室に展示して希望する市民の方への

提供を385件行いました。 

・不用品登録制度（※）による不用品の再利用を促進し、94件の制度利用があり

ました。[26年度は136件] 
 

4.リサイクル（資源として再生利用する）の推進【資源循環課・環境事業センター】 
・使用済み小型家電の収集の回収ボックスを新たに3箇所設置し、合計26拠点で回収を行い、3,027ｋｇを回収しまし

た。 

・環境事業センターでごみ焼却により発生する焼却残さを高温で溶融固化した固形物（スラグ）（※）を路盤材等に

1,143ｔ再資源化しました。 

・インクジェットプリンタ用の使用済みインクカートリッジを回収し、リサイクルするインクカートリッジ里帰りプロジェクトを

市役所本庁舎など3箇所で行い、使用済みインクカートリッジを55.73ｋｇ回収しました。 

施策の柱４ 循環型まちづくりの推進 

ごみ通信ちがさき 

FKP の案内チラシ 
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(5) その他施策の実施状況について 

 

 

 

施策の方針5.2 市民・事業者・市による連携・協働の仕組みづくり 

市民・事業者・市による連携・協働の仕組みづくり【環境政策課】 

太陽光発電クレジット事業【再掲】 

参加世帯に対し 26 年度中の累積発電量及び売電量のデータを提供していただき、自家消費分のＣＯ2 削減

量を算出、53 世帯、27t-CO2のクレジットが国に認証されました。 

また、認証されたクレジット 27ｔ-CO2のうち 5ｔ-CO2を湘南国際マラソンでランナーが着替えなどを入れるポリ

袋（エコ袋）の製造業者に購入していただき、ポリ袋の製造過程で排出するＣＯ2をカーボンオフセット（※）に

活用していただいた取り組みが新聞各紙に取り上げられ、より一層の普及に向けたＰＲ等を行いました。 

 

施策の方針5.1 市民・事業者への普及啓発や情報発信 
環境に関するイベント・講座の実施【環境政策課】 
・地球温暖化対策ポータルサイト「ちがさきエコネット」の運用を開始し、平成 28 年 3 月末までに「ちがさきエコ

ファミリー」参加世帯 116 件、「エコ事業者」5 社となりました。 

 

・「ちがさき環境フェア 2015」を実施し、水素自動車の同乗体験や飲食ブースの出店者リユース食器使用の協

力、来場者にはマイカップ持参で麦茶サービスなどを行い約 1,600 名が来場しました。 

 

・市民や事業者を対象とした環境に関する講座や施設見学会の開催 

湘南エコウェーブ（※）の事業として計 2回、環境に関するエネルギー関連施設の見学会を実施しました。 

① 親子を対象とした親子環境バスツアーを開催し、｢がすてなーにガスの科学館｣と｢日清オイリオ横浜磯

子事業場｣の 2施設を見学しました。（参加者 43 名） 

② 広く市民を対象として、｢東京ガス袖ヶ浦工場｣と｢味の素川崎工場｣の 2 施設を見学しました。（参加者

36 名） 

 

 

 

 

 

 

環境教育の実施【環境政策課・学校教育指導課】 
・スクールエコアクション（※）の推進 

「ちがさき環境フェア 2015」で中学校 2校の活動発表会実施 

浜須賀中学校と鶴が台中学校の2校の生徒が日頃の環境活動を発表し、活動の様子を学校外へ発信し

ました。 

 

施策の柱５ 普及啓発や情報発信、連携・協働の仕組みづくり 

①親子環境バスツアーの様子   ②施設見学の様子 

環境フェアでのスクールエコアクション発表会の様子  環境フェア時の小中学校の環境活動の掲示の様子  



１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

【その他施策の実施状況について】

■その他施策の実施状況に対する協議会指摘事項

　「市内全域の温暖化対策」を目指し、各関係者に方針が理解されるよう、表現と周知の工夫を続けてほしい。こう
してできるヨコのつながりが、対策を推進し、効果を発揮するはずである。
　たとえば、緑の保全とヒートアイランド対策など、施策とその目的の関連が明確に表現されて伝われば、市民あげ
ての協力可能性が高まるだろう。それゆえに、具体的な情報提供を心がけてもらいたい。
　また、環境教育の対象を、市民・事業者・学校と順次広げ、多様な提案の機会を設けることが必要ではないだろう
か。たとえば、温暖化防止セミナーを開催する、スクールエコアクションのテーマに地球温暖化対策を掲げる等、学
習機会の拡大と関連づけをさらに強めるべきだと考えられる。
　産業フェアやふれあいまつりなど、市内の多様なイベントに連動した情報提供もさらに充実させてほしい。

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

　市の諸施策が本件を通じて横断的に再構成され、網羅的に表現されており、各成果とともに望ましい結果といえ
る。連携的・協力的な組織関係が構築されつつある部分も評価できる。このような庁内連携の取り組みは、市民生
活を支え、市民の満足度を高めるため、今後も継続・推進してほしい。ただし、施策実施の効果や影響について
は、もう少し考察し、PDCAサイクルを効果的に推進すべきである。
　情報発信は、今後も、わかりやすさを工夫し、さまざまな機会を通じて行うべきである。また、イベントや環境教育
は、エコ意識が市民に浸透する可能性が高く、継続して推進してもらいたい。地域への環境教育を実施している団
体や企業と連携すれば、実施可能性も増えるはずである。

(2)指摘事項に対する市の対応

　まちづくり分野の「低炭素まちづくり計画」を含め引き続き庁内連携に努めてまいります。
　また、環境学習については、NPO法人ちがさき自然エネルギーネットワークと共催で鈴廣（株）のZEB社屋を巡る
見学会を実施したほか、藤沢市、寒川町との広域連携事業として、6月に電力自由化講演会、8月には子どもを対
象として、森の保全セミナー「みんなで森を知ろう！」及び自治体や企業が環境に関する取り組みを行っている施
設を巡る「親子環境バスツアー」を実施するなど、地球温暖化及び省エネについて知識を得る機会を設けていま
す。

平成28年度中に対応・実施しているもの

平成29年度以降に対応予定のもの

環境教育の対象の拡大、市内のイベントでの情報提供の充実については、引き続き検討します。
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2

■計画期間及び削減目標

注1：四捨五入の関係上、表内の合計が合わない場合がある。

茅ヶ崎市行政の取り組み（事務事業編）

（１）温室効果ガスの削減目標

■削減対象とする温室効果ガス

（2）温室効果ガス排出状況

茅ヶ崎市行政の取り組み（事務事業編）の計画期間は、平成25年度から平成32年度までの8年
間とします。

注2：メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン（HFC）の排出量は、二酸化炭素排出
量に換算している。

事業者としての市の取り組みにおいて削減対象となる温室効果ガスの種類と排出源は次の表
のとおりです。

単位：ｔCO2

基準年度 目標年度 温室効果ガス削減目標

20％削減

15％削減

25％削減

平成32年度
（2020年度）

平成22年度
（2010年度）

総排出量

市施設の事業活動による排出

一般廃棄物による排出

ハイドロフルオロカーボン
（HFC）

パーフルオロカーボン（PFC）

六フッ化硫黄（SF６）

主な排出源

燃料の焼却・電気の使用・一般廃棄物の焼却

自動車の走行・下水の処理・一般廃棄物の焼却

自動車の走行・下水の処理・一般廃棄物の焼却

カーエアコンの使用（廃棄）

現状排出なし

庁舎等の変圧施設に設置されている電気機械器具の廃棄等

種類

二酸化炭素（CO２）

メタン（CH４）

一酸化二窒素（N２O）

基準年度 目標値

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 基準年度比 32年度

17,472 15,470 15,952 16,214 15,963 16,272 -6.9% 14,851

二酸化炭素（CO2） 17,456 15,455 15,938 16,200 15,949 16,258 － －

メタン（CH4） 0.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 － －

一酸化二窒素（N2O） 12 11 11 11 11 10 － －

ハイドロフルオロカーボ
ン（HFC）

3 3 3 3 3 3 － －

21,369 27,428 19,615 16,465 19,176 15,534 -27.3% 16,027

二酸化炭素（CO2） 19,817 25,944 18,138 15,042 17,823 14,287 － －

メタン（CH4） 316 264 320 297 254 168 － －

一酸化二窒素（N2O） 1,236 1,220 1,157 1,126 1,099 1,079 － －

38,841 42,898 35,567 32,679 35,139 31,806 -18.1% 30,878

最新年度
部門

合計

市施設の事業活動
による排出量

一般廃棄物処理
による排出量
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温室効果ガス排出状況の推移

・一事業者としての温室効果ガス排出量は31,806ｔ-CO2となり基準年度比で約18.1％の削減と
なりました。
・市施設の事業活動による温室効果ガス排出量は前年度比で約1.9％増加しましたが、基準年
度比で約6.9％の削減となりました。前年度より増加した要因としては、環境事業センターの焼却
炉定期点検により、一時的に発電機を停止したことにより、電力会社から購入電力量が増えたこ
とによるものと市役所本庁舎の他4施設が新たに供用開始となったことが主なものと考えられま
す。
・一般廃棄物処理による温室効果ガス排出量は、前年度比で約18.9％削減、基準年度比で約
27.3％の削減となりました。削減要因としては、ごみ排出総量に含まれる廃プラスチックの量が
削減されたことによるものです。これについては、焼却されるごみの成分の影響を受けるもので
あるため、経過を観察する必要があります。
・温室効果ガス排出量の削減目標に対しては、総排出量は順調に推移しており、一般廃棄物に
よる排出量は、現状維持で達成することが可能ですが、市の施設による排出量は、単純計算で
年平均1.6％の削減を続ける必要があり、取り組みを強化する必要があります。

■２７年度の排出状況の特徴
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(3)取り組み体系図

ア
．
製
品
や
サ
ー
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ス
の 

 

導
入
・
使
用
時
の
取
り
組
み 

（ア）全般的な取り組み 

（イ）電気製品などの購入・使用

時の取り組み 

（ウ）公用車の導入・使用時の取

り組み 

a.低公害車の導入 

b.公用車燃料の使用量削減 

（エ）その他の燃料使用時の取り

組み 

（オ）水の使用時の取り組み 

（カ）用紙類の購入・使用時の取

り組み 

a.再生紙の購入 

b.用紙類の使用量の削減 
イ
．
廃
棄
に
あ
た
っ
て 

 

の
取
り
組
み 

ウ
．
公
共
事
業
な
ど
に 

 

あ
た
っ
て
の
取
り
組
み 

電気使用量を平成22年度比で15％以上削減しま

す。 

環境に配慮している製品を優先的に購入します。（グリー

ン購入）また、長期使用などにより購入量を削減します。 

公用車は、低公害車（電気・CNG※・メタノール・ハイ

ブリッド等）または、極力低公害なものを導入します。 

公用車燃料の使用量を平成22年度比で15%以上削減しま

す。 

都市ガス、ＬＰＧ、灯油などの使用量を平成22年度
比で15％以上削減します。 

水の使用量を削減します。 

コピー用紙・印刷用紙の使用量を削減します。 

用紙類には再生紙を購入し使用します。 

（ア）廃棄物の減量化、資源化の

推進 

廃棄物の減量化及び資源化に努め、廃棄物の排出

量を削減します。 

公共施設の建設・管理や公共事業の実施にあたっ
ては、環境に配慮します。 

（ア）省エネルギーの推進及び新

エネルギーの導入 

（イ）エネルギーや資源の循環利

用の推進 

（ウ）建設工事にあたっての環境

負荷の低減 

（エ）敷地内及び周辺の緑化の推

進 

取り組み項目 目 標 
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(４)　各取り組みの実施状況について

・グリーン購入
共通購入物品140品目中、グリーン購入対象物品は67品目登録されています。
27年度の共通物品購入額に対するグリーン購入対象物品額の割合は79%でした。

・空調機器の温度設定と輪番停止

・太陽光発電設備及びLED照明の導入

・電気自動車の活用

・電気使用量

・都市ガス使用量

・LPGガス使用量

・公用車燃料使用量（ガソリン）

・公用車燃料使用量（軽油）

・学校給食残さ堆肥化事業

・市役所備品のリサイクル

上記エネルギー使用量の施設ごとの内訳は資料編45ページに記載しています。

学校給食の食べ残しや調理くずを堆肥化して生ごみの減量化を図っています。堆肥化した学校給食は、
浜之郷小学校、緑が浜小学校、鶴が台小学校で合計4,013kgでした。また、給食残さを使ったぼかし堆肥
を作り、その堆肥を使って栽培した農作物を10月の「花と野菜のまつり」で活用しました。

市役所建て替えに伴い、旧庁舎で使用されていた備品などで活用可能なものについては、引き続き活用
しています。

公用車の燃料使用量は、ガソリン87,208リットルとなり、前年度比8.8％減、基準年度比6％増となり
ました。

市役所本庁舎及び分庁舎の空調温度設定を冷房28℃、暖房19℃とし、冷房は電力需要がピーク
となる7月から9月の午後1時以降に各フロア15分単位の輪番停止を1日2回実施しました。

廃棄にあたっての取り組み

LPGの使用量は69,689㎥となり、前年度比7％の減、基準年度比4％減となりました。

公用車の燃料使用量は、軽油189,000リットルとなり、前年度比2.1％増、基準年度比0.04％増となり
ました。

増加の要因としては、平成28年1月より市役所新庁舎が供用されたことにより、設備燃料として都市
ガスが使用されるようになったことが挙げられます。

製品やサービスの導入・使用時の取り組み

市役所本庁舎に、太陽光発電設備30ｋWを導入し、
一部を除きLED照明にしました。

都市ガスの使用量は1,081,514㎥となり、前年度比11％の増、基準年度比4％減となりました。

日産自動車(株)が行う「電気自動車活用事例創発
事業」を活用し、電気自動車（e-NV200)を1台、3年
間無償で貸与されることとなりました。貸与された車
両は、主に保育園や幼稚園、小中学校等で開催さ
れる交通安全教室で使用する信号機等の機材の電
源として活用しています。
これまで交通安全教室に使用していた車両による
CO2排出量約800ｋｇ-CO2/年の削減が見込まれま
す。

電気の使用量は、20,798,448ｋWhで前年度比3％増となり基準年度比で8％減となりました。
増加の要因としては、環境事業センターの焼却炉定期点検により一時的に発電機を停止したことに
より電気会社からの購入電力量が増加したこと及び基準年度と比べ施設数が増加していることが挙
げられます。

3年間無償貸与された日産e-NV200 
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(４)　各取り組みの実施状況について

・市役所建て替えによる省エネ機器等の導入

電気自動車の急速充電器を設置しました。

・LED防犯灯を544灯設置しました。

・市内6校の空調室外機を10台高効率空調室外機に入れ替えました。

・エコ管理賞を実施

【ちがさきスポーツパートナー】

【公益社団法人茅ヶ崎シルバー人材センター】

・ごみ焼却施設で発生した蒸気を利用し、１時間に最大1,800ｋW発電することで、環境事
業センターの電力を賄うとともに、余剰電力は売電しています。

・環境事業センターでの発電量は12,845,054ｋWh、うち売電量は5,076,320ｋWh、売電額
は80,107,012円（１ヶ月あたり約670万円）でした。

市営プール開設期間中に、一般ごみとして廃棄されるペットボトルキャップを利用者から
回収し、リサイクルすることにより、キャップが焼却された場合に発生するCO2排出を削減
したことに加え、得られた利益を医療ワクチン支援などに寄付しました。

市内各自転車駐車場照明の消灯やエアコンの温度管理徹底など、日常的な節電行動を
徹底することで、電気使用量を17,650ｋWｈ削減しました。

市の施設を管理する指定管理者の環境に配慮した取り組みを表彰する「エコ管理賞」を
実施しました。表彰の対象となった主な施設とその取り組みは以下のとおりです。

公共事業にあたっての取り組み

太陽光発電設備（30ｋW）、コージェネレーションシステム25ｋW（2台）を導入し、照明設備
などの電力源として活用しています。

庁内照明にLED照明を導入したことに加え、人感センサーを設置し効率的な運用を行っ
ています。

・市内5校（小学校4校、中学校1校）の照明227灯をLED照明に入れ替えました。

市役所に設置された急速充電器 市役所に設置された太陽光発電設備（30ｋW） 
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１．27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項とそれに対する市の対応状況

２．28年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

　茅ヶ崎市の取り組みは、全般に着実な成果が確認でき、評価される。それゆえ、市の省エネ活動や新庁舎の省エ
ネ設備の効果を、市内の団体と連携して、もっとアピールしてはどうか。そうすれば、市民にたいする「見える化」の
手段となり、市民にも職員にも温暖化防止の啓発につながると思われる。また、職員にたいする積極的な教育機会
の提供はもちろんのこと、教育内容の改善も視野に入れつつ、職員研修を継続してほしい。
　社会情勢などにともない、庁内の実績は年度ごとに変動するだろうが、ひきつづき、着実な取り組みを継続しても
らいたい。たとえば、新庁舎をはじめとする省エネ設備は、経年劣化は避けられず、維持、保守管理、修繕の必要
がある。こうした対策も、その他の設備の新規導入とともに重要であるため確実な運用を期待する。

■茅ヶ崎市行政の取り組み（事務事業編）全般に対する協議会指摘事項

(1)27年度の温暖化対策推進協議会からの指摘事項

・環境マネジメントシステムに基づき、行政で行っている省エネ活動について、より効果的に伝えられる方法を検討
します。

平成28年度中に対応・実施しているもの

　毎年、市としての取り組みは徹底され、しっかりした対策が実施されていると考えられる。しかし、行政の取り組み
は市民からの注目も大きいと考えられ継続的な徹底が求められるため職員の環境意識向上などの研修も含め、教
育的な対応が今後も必要である。
　あわせて、市の省エネ活動をもっと発信すべきではないだろうか。行政関連施設における電気使用量の削減が効
果的な対策と結びついた結果であれば、公表により市内の温室効果ガス削減を促すことにもつながる。これにエコ
ネットを活用すれば、市民や事業者への事例紹介として注目され、温暖化対策が推進し、エコネットの評価を高め
ることにもなるだろう。
新市庁舎完成後、その削減効果は期待できる。次年度以降、環境負荷削減の基準値及び目標値を公表してほし
い。

(2)指摘事項に対する市の対応

・平成27年度から茅ヶ崎市環境マネジメントシステム（C-EMS）マネージャー研修の対象者に担当者を加え、より多
くの職員の環境意識向上を図りました。
・エコ管理賞表彰式及びその取り組み内容を茅ヶ崎エコネットのフォトライブラリーにおいて紹介しています。
・新庁舎完成後の温室効果ガス排出量は、今年度運用方法を模索しながら効率運転を図っています。次年度の温
室効果ガス排出量を算出し、基準年度との比較を行います。

平成29年度以降に対応予定のもの
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エコネットを知っている割合（27年度）　【本編13ページ】

①知っているし、ホーム
ページを見たことがある 34 4%

②知っているが、ホーム
ページを見たことがない 86 11%

③知らない 639 80%

④無回答 36 5%

総数 795 100%

意識調査の回答数と「省エネを実践している」と回答した方の割合（年度別）
【本編14ページ】

ちがさきエコファミリー登録世帯１人あたりの１ヶ月のエネルギー使用量の平均値
　【本編14ページ】

エネルギー種別 27年度
電気（kWh） 128.4
ガス(㎥) 9.7
水道(㎥) 7.4

３　資料編
　(1) データ集

Q:地球温暖化対策に関する情報を集めた「ちが
さきエコネット」のホームページをご存知ですか。

29

集計対象世帯数
43
29

660 664 

546 

455 

599 695 

795 
64.1% 

71.7% 
70.5% 

66.4% 60.9% 

50.6% 51.9% 

400
450
500
550
600
650
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950

1000

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

意識調査の回答数と「省エネの取り組みを実践している」と回答した方の割合

（年度別） 

アンケート回答数 割合（％） 

回答数 

①4% 
②11% 

③知らない  
80% 

④5% 

ちがさきエコネットについて 

①知っているし、ホーム

ページを見たことがある  

②知っているが、ホーム

ページを見たことがない  

③知らない  

④無回答 

実践者の 

割合 

東京電力排出係数【本編5ページ】 ｋｇ-CO2/ｋWh

年度 21 22 23 24 25 26

排出係数 0.384 0.375 0.464 0.525 0.531 0.505
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回答数 割合

338 42.5%

188 23.6%

217 27.3%

31 3.9%
21 2.6%

795 100.0%

回答数 割合

149 49%

80 26%

46 15%

④わからない 15 5%

⑤無回答 13 4%

303 100%

温室効果ガスの優先的に取り組むべき排出削減方法(事業者）【本編20ページ】

Q．温室効果ガスの排出を削減する方法として優先的に取
り組むにはどのような方法がよいと思いますか。

選択肢

総数

①自主的な省エネルギーの取り組
みを推進するなど、「コストをかけな
いでできる取り組みを行う方法」

②省エネ性能の高い機器又は設備
の導入や環境に配慮した製品を購
入するなど、「多少のコストをかけて
も効果的な取り組みを行う方法」

③温室効果ガスを大量に排出する
事業者などに何らかの行動を義務
づける「規制的な方法」

①企業や家庭において、自主的な省
エネルギーの取り組みを推進するな
ど、「コストをかけないでできる取り
組み行う方法」

②企業や家庭において、省エネ性能
の高い機器又は設備の導入や環境
に配慮した製品を購入するなど、「多
少のコストをかけても効果的な取り
組みを行う方法」

温室効果ガスの優先的に取り組むべき排出削減方法(市民）【本編15ページ】

③温室効果ガスを大量に排出する
事業者などに何らかの行動を義務
づける「規制的な方法」

意識調査の回答数と「省エネを実践している」と回答した事業者の割合（年度別）　【本編20ページ】

④わからない

⑤無回答

総数

Q温室効果ガスの排出を削減する方法として優先的に取り
組むにはどのような方法がよいとお考えですか。

選択肢

①「コスト

をかけない

でできる取

り組みを行

う方法」 
49% 

②「多少の

コストをか

けても効果

的な取り組

みを行う方

法」 
27% 

③「規制的

な方法」 
15% 

④わから

ない 
5% 

⑤無回答 
4% 

温室効果ガス排出削減について 

①「コスト

をかけない

でできる取

り組み行う

方法」 
42% 

②「多少の

コストをか

けても効果

的な取り組

みを行う方

法」 
24% 

③「規制

的な方

法」 
27% 

④わから

ない 
4% 

⑤無回答 
3% 

温室効果ガス排出削減について 

410 

340 
301 

256 252 

319 303 51.5% 

66.2% 64.5% 

55.1% 52.4% 
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意識調査の回答数と「省エネの取り組み実践している」と回答した事業者の割合

（年度別） 

アンケート回答数 割合（％） 
回答数 事業者 

の割合 
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エコネットを知っている割合（事業者）　【本編21ページ】

選択肢 回答数 割合
①知っているし、ホーム
ページを見たことがある

21 7%

②知っているが、ホーム
ページを見たことがない 58 19%

③知らない 209 69%

④無回答
15 5%

総数 303 100%

意識調査における市民の省エネルギー機器設置状況【本編24ページ】

住宅用コージェネレーションシステム設置費補助金交付件数の推移【本編24ページ】

住宅用太陽光発電設備設置費補助金交付件数の推移【本編25ページ】

Q:地球温暖化対策に関する情報を集めた「ちが
さきエコネット」のホームページをご存知ですか。

214

省エネルギー性能のある家電（冷蔵庫、エアコン等） 165

高効率照明器具（LED等）

「導入した」と回答した数導入機器等

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等） 44
断熱ガラス、ペアガラス、真空ガラス 44
ハイブリッド車、電気自動車 29

54 
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251 347 54 
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24年度 25年度 26年度 27年度 

補助件数（累計） 補助件数（単年度） 

134 

392 

760 

1,177 

1,514 

1,742 
1,929 

134 

258 

368 

417 

337 

228 
187 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

補助件数（累計） 補助件数（単年度） 

①知って

いるし、

ホーム

ページを

見たこ… 

②知って

いるが、

ホーム

ページを

見たこ… 
③知らな

い   
69% 

④無回答 
5% 

ちがさきエコネットについて 

(単位:円)

年度
サポートセンター

売電収入

こどもセンター

売電収入
寄附金 マッチングギフト 利子 合計

27 278,208 289,440 153,365 721,013 995 1,443,021
26 285,936 298,896 5,000 589,832 8,285 1,187,949
25 282,048 312,720 6,600 601,368 467 1,203,203
24 237,552 278,832 10,500 526,884 151 1,053,919
23 247,344 257,424 0 0 0 504,768
合計 1,331,088 1,437,312 175,465 2,439,097 9,898 5,392,860

44



太陽光発電設備普及啓発基金の積立状況【本編25ページ】

事務事業編エネルギー使用量の推移【本編39ページ】

(単位:円)

年度
サポートセンター

売電収入

こどもセンター

売電収入
寄附金 マッチングギフト 利子 合計

27 278,208 289,440 153,365 721,013 995 1,443,021
26 285,936 298,896 5,000 589,832 8,285 1,187,949
25 282,048 312,720 6,600 601,368 467 1,203,203
24 237,552 278,832 10,500 526,884 151 1,053,919
23 247,344 257,424 0 0 0 504,768
合計 1,331,088 1,437,312 175,465 2,439,097 9,898 5,392,860

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 構成比

基準

年度比

増減量

基準

年度比

増減率

前年度比

増減量

前年度比

増減率

総計 22,565,796 18,928,807 19,840,317 20,318,994 20,123,254 20,798,448 100% -1,767,348 -8% 675,194 3%

市長部局総計 16,667,073 13,964,662 14,386,793 14,737,029 14,472,164 15,108,463 73% -1,558,610 -9% 636,299 4%

庁舎 2,556,240 1,981,776 1,997,712 2,061,144 2,019,098 2,176,292 10% -379,948 -15% 157,194 8%

市立病院 6,134,488 5,185,752 5,064,239 4,999,682 5,063,142 5,162,830 25% -971,658 -16% 99,688 2%

消防施設 600,310 498,178 479,148 479,314 468,824 470,500 2% -129,810 -22% 1,676 0%

ごみ処理施設 696,385 554,466 596,553 896,933 559,505 905,783 4% 209,398 30% 346,278 62%

その他施設 6,679,650 5,744,490 6,249,141 6,299,956 6,361,595 6,393,058 31% -286,592 -4% 31,463 0%

教育委員会総計 5,898,723 4,964,145 5,453,524 5,581,965 5,651,090 5,689,985 27% -208,738 -4% 38,895 1%

小中学校 4,846,570 4,100,677 4,516,843 4,665,410 4,760,013 4,842,454 23% -4,116 0% 82,441 2%

その他教育施設 1,052,153 863,468 936,681 916,555 891,077 847,531 4% -204,622 -19% -43,546 -5%

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 構成比

基準

年度比

増減量

基準

年度比

増減率

前年度比

増減量

前年度比

増減率

総計 1,122,472 1,099,620 1,089,775 1,067,093 971,498 1,081,514 100% -40,958 -4% 110,016 11%

市長部局総計 964,970 960,058 947,133 927,065 902,670 953,169 88% -11,801 -1% 50,499 6%

庁舎 8,920 8,473 8,340 7,675 6,764 26,301 2% 17,381 195% 19,537 289%

市立病院 761,606 758,063 737,391 711,535 689,384 692,519 64% -69,087 -9% 3,135 0%

消防施設 4,748 4,978 5,281 4,855 5,074 5,025 0% 277 6% -49 -1%

ごみ処理施設 39,667 47,293 50,695 46,442 40,385 47,421 4% 7,754 20% 7,036 17%

その他施設 150,029 141,251 145,426 156,558 161,063 181,903 17% 31,874 21% 20,840 13%

教育委員会総計 157,502 139,562 142,642 140,028 68,828 128,345 12% -29,157 -19% 59,517 86%

小中学校 98,174 89,660 90,014 89,892 24,070 86,352 8% -11,822 -12% 62,282 259%

その他教育施設 59,328 49,902 52,628 50,136 44,758 41,993 4% -17,335 -29% -2,765 -6%

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 構成比

基準

年度比

増減量

基準

年度比

増減率

前年度比

増減量

前年度比

増減率

総計 72,223 68,020 74,075 70,672 74,766 69,689 100% -2,534 -4% -5,077 -7%

市長部局総計 8,769 8,289 10,784 9,927 10,591 8,862 13% 93 1% -1,729 -16%

庁舎 0 0 0 0 0 0 0% 0 0 0 0

市立病院 0 0 0 0 0 0 0% 0 0 0 0

消防施設 3,108 3,091 3,313 3,423 3,371 3,266 5% 158 5% -105 -3%

ごみ処理施設 113 103 110 1,138 107 109 0% -4 -4% 2 2%

その他施設 5,548 5,095 7,361 5,366 7,113 5,487 8% -61 -1% -1,626 -23%

教育委員会総計 63,454 59,731 63,291 60,745 64,175 60,826 87% -2,628 -4% -3,349 -5%

小中学校 61,476 57,707 61,253 58,670 62,193 59,063 85% -2,413 -4% -3,130 -5%

その他教育施設 1,978 2,024 2,038 2,075 1,982 1,763 3% -215 -11% -219 -11%

電気使用量(kWh)

都市ガス使用量(m3)

LPG使用量(m3)
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(2) 用語集 
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【あ行】 

生け垣の築造への助成 

生け垣の築造に対する工事費の一部を助成する制度

のことです。 

（条件）①常緑樹で 60cm以上②1mにつき 3本を植え

込む③連続植え込みが2m以上④フェンスを併設する

場合の透過率 70%以上 

 

生け垣の保全への助成 

一定の要件を満たす生け垣の所有者に対し、保全費

の助成を行うものです。 

（指定条件）①建築基準法上の道路（幅員 4 メートル

以上）に面していること②生け垣の高さ（樹高）が 60 セ

ンチメートル以上のもの③生け垣の長さ2メートル以上

のもの④樹木を列状に植え込み、垣の形にした一列

の植栽であること⑤生け垣としての外観を損ねない程

度のフェンスとの併設も可（ブロック塀との併設は不

可） 

指定期間は 5 年間で、所有者は生け垣を適正に管理

し保護育成に努める義務があります。 

平成 28 年度を持って事業終了。 

 

エコ事業者 

茅ヶ崎市地球温暖化対策ポータルサイト「ちがさきエコ

ネット」において、事業活動の中で環境に配慮した活

動に積極的に取り組むことを宣言していただける事業

者（事務所、工場、店舗、病院、学校など）のことです。 

 

エコ事業者認定証 

エコ事業者として認定した事業者に交付しているステ

ッカータイプの認定証です。また、同じデザインのデー

タを「ちがさきエコネット」からダウンロードすることがで

き、事業者のホームページや名刺などに利用すること

ができます。 

 

 

 

エコワット 

家電製品につなぐだけで、家電製品の電気使用量、

電気料金、二酸化炭素排出量を表示できる機器のこ

とです。 

 

LED 照明 

従来の電球に比べ電力使用量が少なく、寿命が長い

照明のことです。白熱電球と比べると電力使用量は約

8 割削減、寿命は約 40 倍です。また、蛍光灯と比べる

と電力使用量は約 2割削減、寿命は約 7倍です。 

 

援農ボランティア制度 

農作物の栽培技術を習得しながら健康づくりをしたい

方へ農業従事者の不足を感じている農家でのお手伝

いを通じて余暇の充実を図る制度のことです。 

 

温室効果ガス 

赤外線を吸収する能力をもつ気体のこと。大気中に存

在すると温室効果をもたらすのでこの呼び名がある。

温室効果ガスは地表面からの熱をいったん吸収し，熱

の一部を地表面に下向きに放射する。日射に加えて，

こうした放射による加熱があるため，地表面はより高い

温度となり，温室効果がもたらされます。 

 

温暖化対策推進協議会 

地球温暖化対策の推進に関する法律の規定に基づく

茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画の策定及び変更

並びに当該計画に基づく施策の推進に関する事項に

つき市長の諮問に応じて調査審議し、その結果を答

申し、又は建議する市の附属機関です。  
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【か行】 

カーボンオフセット 

人間の経済活動や生活などを通して「ある場所」で排

出された二酸化炭素などの温室効果ガスを、植林・森

林保護・クリーンエネルギー事業（排出権購入）による

削減活動によって「他の場所」で直接的、間接的に吸

収しようとする考え方や活動の総称です。 

 

環境家計簿 

「ちがさきエコネット」のコンテンツの一つ。 

エコファミリーが電気、ガス、水道などの毎月の使用量

や金額を入力するとグラフが作成されます。これにより

毎月のエネルギー使用量や利用金額の確認や、前年

度の使用状況との比較が容易にできるため、省エネの

目標が立てやすくなります。 

 

環境価値 

電気そのものの価値に加え、二酸化炭素の排出を削

減するという価値。太陽光や風力などの自然エネルギ

ーによる電気は、電気そのものの価値に加え、CO２排

出を削減するという「環境価値」を持っているとみなさ

れます。 

 

環境フェア 

環境フェアは、大人から子供まで楽しみながら未来の

暮らしと地球環境のために自分でできることが発見で

きるイベントです。 

 

グリーンバンク制度 

不要になった樹苗樹木を市が受け取り、堤樹木センタ

ーで公開し必要な方へ引き渡す制度のことです。 

 

コア地域 

環境基本計画では、平成 15 年～17 年度にかけて実

施した「茅ヶ崎市自然環境評価調査」において、自然

環境上特に重要な地域としてあげた清水谷、平太夫

新田、赤羽根十三図、長谷、行谷、柳谷、及び柳島の

7 地域を生物多様性の保全、生態系ネットワークの核

（コア）となる「コア地域」として優先的に保全していくこ

ととしています。 

 

コージェネレーションシステム 

発電とともに発生した排熱を利用して、冷暖房や給湯

などの熱需要に利用するエネルギー供給システムのこ

とです。総合熱効率の向上を図ることができます。 

 

コンポスト 

有機物を微生物の働きで分解させて堆肥にする処理

方法、またはその堆肥のこと。有機物としては主に生

ごみ、下水や浄化槽の汚泥、家畜の糞尿、農産物廃

棄物などが使われます。 

 

【さ行】 

省エネナビ 

家庭全体の電気使用量、電気料金、二酸化炭素排出

量を表示する機器のことです。 

 

省エネルギー・地球温暖化に関する意識調査 

地球温暖化対策実行計画に基づく施策を効果的に実

行するため、無作為に抽出した満 20 歳以上の市民の

方 2,000 人及び市内の事業者 1,000 社を対象として、

地球温暖化防止及び省エネルギーに関する取り組み

状況を調査する目的で行うアンケートのことです。 

 

湘南エコウェーブ 

茅ヶ崎市、藤沢市、寒川町の2市1町が連携して環境

活動に取り組むプロジェクトのことです。未来を担う子

どもたちに湘南の豊かな環境を伝えようと地球温暖化

防止を目的に様々な活動をしています。 

 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%82%AD%E7%B4%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%A9%E5%AE%A4%E5%8A%B9%E6%9E%9C%E3%82%AC%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A4%8D%E6%9E%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A3%AE%E6%9E%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A3%AE%E6%9E%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E8%AD%B7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%82%A8%E3%83%8D%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC
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スクールエコアクション 

学校版環境マネジメントシステムのことで、学校におい

て、児童・生徒等が環境に配慮した生活様式を習得

できるように、学校自らの環境活動の方針や目標等を

設定し、その達成を目指して継続的に活動に取り組ん

でいくシステムや取り組みのこと。 

 

スラグ 

金属から溶融によって分離した鉱石母岩の鉱物成分

などを含む物質のことです。 

 

 

【た行】 

太陽熱利用設備 

太陽からの熱エネルギーを使って温水や温風を作り、

給湯や冷暖房に利用するシステムのことです。 

 

ちがさきエコネット 

市民・事業者が地球温暖化対策に関する必要な情報

を簡単に取り出し、相互に意見交換ができ、多くの市

民・事業者の参加を促すことができる地球温暖化対策

に関するポータルサイトのことです。 

 

ちがさきエコファミリー 

茅ヶ崎市地球温暖化対策ポータルサイト「ちがさきエコ

ネット」において、環境にやさしい行動を心がけること

を宣言し、節電・節水などの省エネルギーに取り組ん

でいただけるご家庭のことです。 

 

茅ヶ崎おひさまクレジット 

家庭に設置した太陽光発電設備により発電し、自家

消費した分を「環境価値（CO₂排出削減量）」として企

業に売却する制度のことです。 

 

 

 

【な行】 

生ごみ処理機 

手動式と電動式があり、微生物等により生ごみを堆肥

に変えます。生ごみ処理容器より高価ですが、微生物

の働きを活性化させるなどの機能が充実しています。 

 

 

 

【は行】 

パワーコンディショナ 

太陽光発電システムや家庭用燃料電池により発電さ

れた電気を家庭などの環境で使用できるように変換す

る機器のことです。ソーラーパネルなどから流れる電気

は通常「直流」ですが、家庭で用いられている「交流」

に変換することで、通常利用可能な電気にすることが

できます。 

 

不用品登録制度 

まだ使えるのに不用になったもの・眠っているもの・捨

てるものを市へ登録し、必要な方へ引き渡す制度のこ

とです。 

 

【ま行】 

緑のカーテン 

「ゴーヤ」や「アサガオ」などのツル性の植物を、窓の

外や壁面に張ったネットなどに這わせて、カーテンの

ように覆ったものを「緑のカーテン」といいます。自然の

力を利用した夏場の省エネルギー対策です。 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%8D%E5%B2%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%89%B1%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA
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３．市域の温室効果ガス排出量の変更について 
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都道府県別エネルギー消費統計の推計方法とその変更について

平成 28 年 12 月 

資源エネルギー庁

1． 本統計の推計方法

今回公表する都道府県別エネルギー消費統計の推計に用いたデータとその推計方法を以下に示す。

(1) 推計に用いたデータ

都道府県別エネルギー消費統計の推計には、企業・事業所他、家庭及び運輸の部門別に、以下に示す

データを用いている。

表 都道府県別エネルギー消費統計における部門別の推計方法

企業・事業所他  石油等消費動態統計調査対象事業所、及びエネルギー消費統計調査対象事

業所のうちエネルギー管理指定工場は、各統計の個票を直接集計している。

 上記以外の事業所は、総合エネルギー統計の値をもとに、都道府県別・業

種別の従業者数で按分している。

家庭  都市ガスはガス事業年報の販売量を都道府県別に集計している。

 熱は熱供給事業便覧の販売量を都道府県別に集計している。

 電力、プロパンガス及び灯油は家計調査の購入数量をもとに推計している。

運輸  家計調査のガソリン購入数量をもとに推計している。

(2) エネルギー転換部門の扱いについて

エネルギー転換部門の消費量の扱いについては、転換を行う主体の違いによって計上の考え方が異な

っている。

1）エネルギー供給事業者がエネルギー転換を行う場合

転換したエネルギーを供給することを生業としている電気事業者、都市ガス事業者及び熱供給事業者

の場合、これらの事業者が転換したエネルギーを最終的に消費する需要家側で消費量を計上する。

図 エネルギー供給事業者がエネルギー転換を行う場合の計上方法

転換部門 電気事業者

企業・事業所他最終消費部門

燃料 電力

投入 発生

消費

最終消費を計上

電力寄与損失･
排出量配分

損失
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2）自家発電による電力を消費する場合

事業所内で自家発電や蒸気発生を行い、生成されたエネルギーの大半を自ら消費する場合、投入した

燃料量を最終消費として計上する。

図 自家発電を行い自家消費する場合の計上方法

3）事業所内で石炭製品を製造する場合

自家発電と同様に、石炭（原料炭）を投入し、事業所内で発生させたコークス、コークス炉ガス、高

炉ガス及び転炉ガス等の石炭製品を消費する場合、事業所内で最初に投入した石炭（原料炭）を消費量

として計上する。

図 石炭製品を製造する事業者の計上方法

2． 本統計の推計方法の変更について

2.1 変更のポイント

今回公表する都道府県別エネルギー消費統計では、主に以下に示す推計方法の変更を行っている。

① 総合エネルギー統計の改訂に伴う推計方法及び表章の変更

② 石油等消費動態統計事業所内のエネルギー転換の表現の変更

③ 集計対象範囲の変更

④ 同一事業所内で２以上の事業を行う場合の重複処理の変更

⑤ 家庭・運輸のエネルギー消費における補正方法の精緻化

以下に、それぞれ具体的な内容を解説する。

転換部門 自家発電

企業・事業所他最終消費部門

燃料 電力

投入 発生

消費

投入量を計上

電力寄与損失･
排出量配分

損失

転換部門 石炭製品製造

企業・事業所他最終消費部門

原料炭 石炭製品

投入 発生

消費

投入量を計上
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2.2 具体的な変更内容

(1) 総合エネルギー統計の改訂に伴う推計方法及び表章の変更

2013 年度の実績値公表時から、我が国全体のエネルギーの需給を表す総合エネルギー統計が改訂され

た。具体的には、石油等消費動態統計調査の対象事業所以外の企業・事業所他（事業所内のエネルギー

転換を含む）におけるエネルギー消費量の推計に、従来は５年に一度発表される産業連関表を用いてい

たが、毎年調査が行われるエネルギー消費統計調査を活用することとなった。また、この変更に伴い、

業種分類はエネルギー消費統計調査に準じて、日本標準産業分類に準拠した分類となった。

上記の変更に伴い、都道府県別エネルギー消費統計も総合エネルギー統計に準じた推計方法に変更す

ることとした。具体的には、エネルギー消費統計調査を活用し、省エネ法のエネルギー管理指定工場に

該当する事業所の消費量は石油等消費動態統計調査と同様、事業所の個票を直接計上することとし、精

度の向上を図った。その他の事業所については、総合エネルギー統計の値をもとに各都道府県の業種別

の従業者数で按分して推計した。

また、今回公表する都道府県別エネルギー消費統計の業種分類は、総合エネルギー統計の簡易表の業

種分類に合わせて表章している。

(2) 石油等消費動態統計調査対象事業所内のエネルギー転換の表現の変更

これまでの都道府県別エネルギー消費統計では、石油等消費動態統計調査対象の事業所内でボイラに

燃料を投入し、蒸気を発生させたり、さらに当該蒸気で発電を行ったりした場合、燃料投入量を消費量

として計上するのではなく、転換後に最終的に消費した蒸気や電力を消費量として計上していた（これ

を、最終消費側での計上という）。なお、それ以外の事業所の場合、投入した燃料そのものを消費量と

みなす考え方を採用していた（これを、投入側での計上という）。

一方で、地方公共団体が独自の地球温暖化対策計画書制度等により事業所のエネルギー消費量を把握

する場合、多くの地方公共団体では省エネ法の定期報告書に準拠したフォーマットで事業所のエネルギ

ー消費量の報告を受けている。このフォーマットでは事業所内でボイラに燃料を投入した場合、投入し

た燃料そのものを消費量としてみなす投入側で計上している。

投入側でエネルギー消費量を計上する利点として、事業所内で燃料転換を実施した場合の影響や、転

換効率を向上させた場合の影響を精度高く把握できることが挙げられる。また、ボイラ等への燃料投入

に伴う二酸化炭素の排出量も、精度高く把握することが可能となる。

そこで、今回の改訂では、石油等消費動態統計調査対象の事業所内のエネルギー消費量についても、

最終消費側ではなく、投入側で把握することとした。これにより、従来は蒸気や電力として計上されて

いた消費量のうち、自らの事業所で発生させたものについては、燃料投入側で計上されるようになった。 

なお、この投入側での把握は、自家用発電や蒸気発生だけではなく、石炭等から石炭製品への転換に

も適用している。すなわち、原料炭を投入してコークス等を製造し、当該コークス等を投入して得られ

た高炉ガスや転炉ガスを最終的に消費した場合、原料炭の投入量を消費量として計上し、自らの事業所

で発生させて最終的に消費した石炭製品は消費量として計上していない。
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(3) 集計対象範囲の変更

これまでの都道府県別エネルギー消費統計では、石油製品及び石炭製品の製造に伴うエネルギー消費

量は、その消費量の帰属先を一意に定めることが難しいとして、集計対象外としていた。

この問題について実態を把握するため、各都道府県にアンケート調査を実施した。その結果、独自の

集計方法を採用している多くの都道府県では上記の消費量（例えば、製油所の運転に伴うエネルギー消

費量や製鉄所のコークス製造に伴うエネルギー消費量）を集計対象に含めていることが明らかになった。 

例えば、独自の地球温暖化対策計画書制度等では製油所等も調査対象として含まれており、当該製油

所等のエネルギー消費量や二酸化炭素排出量は他の事業所と同じ扱いで集計されることが多い。

そこで、今回の改訂では、こうした石油製品及び石炭製品の製造に伴うエネルギー消費量も、都道府

県別エネルギー消費統計の集計対象範囲に含めることとした。

(4) 同一事業所内で２以上の事業を行う場合の重複処理の変更

製造業のエネルギー消費量を把握するためのベースとなる石油等消費動態統計調査は、業種別に調査

票が分かれており、同一事業所で２以上の調査対象事業を行う場合、２以上の調査票それぞれにエネル

ギー消費量を記入する。

ここで、調査対象事業に属さないエネルギー消費量が存在する場合、これまでの都道府県別エネルギ

ー消費統計では、「調査対象事業に属さないエネルギー消費量」を双方の事業に計上した上で、重複補

正の行を設け、合計の消費量は事業所全体の消費量に一致するよう、マイナスの重複補正量を計上して

いた。

今回の改訂では、例えば２つの事業を実施している事業所の場合、主たる事業と従たる事業が定めら

れているため、この「調査対象事業に属さないエネルギー消費量」は主たる事業に全量計上し、従たる

事業には当該従たる事業用として特定できるエネルギー消費量のみを計上する考え方を採用した。

この結果として、重複補正量は計上されないこととなった。

(5) 家庭・運輸のエネルギー消費における補正方法の精緻化

家計調査を用いた推計においては、世帯人員補正、消費支出補正について、精緻化を図った。具体的

には以下のとおり。

・ 世帯人員補正：世帯人員補正において、家計調査のデータを用い、従来は世帯構成員一人当

たりの消費量が均等（比例）と仮定して補正していたが、世帯構成員の人数に関わらず固定

で消費される量を考慮できていないという課題の解決のため、２人以上世帯と総世帯のデー

タを用いて近似式を作成し、補正を行った。

・ 消費支出補正：エネルギー消費支出弾性値の算定において、家計調査のデータを用い、従来

は推計対象年度と前年度における消費支出とエネルギー消費額との関係から算出していた

が、資源価格の変動によりエネルギー消費額が変動する影響が混在するという課題の解決の

ため、同じ年度内における年間収入階級別のデータより近似式を作成し、補正を行った。

以上



54

３．市域の温室効果ガス排出量の変更について 

本市では温対法に基づき、毎年の温室効果ガス排出量を算出し年次報告書において公表して

います。区域施策編における市域の温室効果ガス排出量については、毎年資源エネルギー庁が

公表する「都道府県別エネルギー消費統計」を主に用いて算出していますが、平成 28年 12 月の

公表分から統計データの精度改善措置を講じることを理由に過去に遡って平成2年度から平成25

年度までのデータが変更されたことを受け、年次報告書平成 27年度版で公表した各年度の温室

効果ガス排出量を過去に遡って再計算し、以下のとおり修正することとしました。 

なお、今回の変更にあたって本計画の目標として掲げている目標年度、基準年度及び削減率

（平成 32 年度において平成 2年度比 20％削減）は変更しておらず、本計画における温室効果ガ

ス排出削減目標の達成に向けた各施策の方向性についてはこれまでと変わりありません。 

また、事務事業編における温室効果ガス排出量については、算出にあたり「都道府県別エネル

ギー消費統計」のデータを用いていないため、変更はありません。 

茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画年次報告書平成 27 年度版 4 ページの修正内容 

 

温室効果ガス排出の状況（排出係数固定版）

部門
２年度

(基準年度)
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 基準年度比

３２年度
(目標値)

産業 942 696 606 621 562 530 -43.8% -

民生業務 149 228 241 234 264 277 85.8% -

民生家庭 169 232 233 224 233 216 27.9% -

運輸 161 179 177 178 177 177 9.9% -

その他 36 46 45 54 47 54 50.1% -

合計 1,456 1,382 1,302 1,311 1,283 1,254 -13.9% 1,165

※四捨五入の関係上、表内の合計が合わない場合がある。
※排出係数は21年度以降は実排出係数0.384ｋｇ-CO2/kWhを使用し算定

単位：千ｔＣＯ２

－１

【修正前】 
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温室効果ガス排出の状況（排出係数固定版）

部門
２年度

(基準年度)
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 基準年度比

３２年度
(目標値)

産業 1,349 1,226 1,054 1,072 1,021 1,056 -21.7% -

民生業務 145 248 227 226 224 221 52.4% -

民生家庭 176 238 231 219 215 202 14.8% -

運輸 161 179 177 178 177 177 9.9% -

その他 36 46 45 54 47 55 52.8% -

合計 1,866 1,937 1,734 1,749 1,685 1,711 -8.3% 1,492

※四捨五入の関係上、表内の合計が合わない場合がある。
※排出係数は21年度以降は実排出係数0.384ｋｇ-CO2/kWhを使用し算定

単位：千ｔＣＯ２

【修正後】 
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茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画 
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平成 29 年 2 月 24 日 

 

 

茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会 
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はじめに 

 

 茅ヶ崎市地球温暖化対策実行計画の進捗状況を評価し、本協議会がその答申をまとめる

作業も 3回目を数えることになりました。平成 28年度の協議は約半年をかけ、実行計画の

進捗状況をどのように評価すべきか、議論を重ねてまいりました。本年度は、実行計画の

経過年度です。そこで、進捗状況報告書に示される各担当課の実績と振り返りをもとにし

ながら、計画内容の進展に注目し、茅ヶ崎市における温暖化防止施策の実績を確認するこ

ととしました。 

 こうしてとりまとめた本答申は、本協議会の委員のコメントにもとづいており、施策の

進展が適切に促されるようにと編集しました。本計画が実質的な意味を有し、温暖化防止

の仕組みが今以上に確立するためにも、本答申の指摘を行政プロセスに役立てていただき

たく思います。 

諮問内容にもとづき、本協議会がまとめた指摘事項は、以下の 6項目です。 

1．茅ヶ崎市の温室効果ガス排出状況について（年次報告書 4ページ） 

2．優先的に取り組む施策Ⅰについて（同 12～17 ページ） 

3．優先的に取り組む施策Ⅱについて（同 19～22 ページ） 

4．優先的に取り組む施策Ⅲについて（同 24～28 ページ） 

5．その他施策の実施状況について（同 30～34 ページ） 

6．茅ヶ崎市行政への取り組みについて（同 36～40 ページ） 

 実行計画の確実な遂行、施策展開のために、本協議会指摘事項の主要な論点をあげます。 

1）地球温暖化防止のため、市民に対する本施策（諸制度）の周知徹底 

2）地球温暖化防止のため、市内事業者に対する本施策（諸制度）の周知徹底 

3）わかりやすく正確な情報の提供による、市民・事業者との連携強化 

4）実データにもとづく現状の把握、諸課題の抽出、対処案の拡充や具体化 

5）各担当課の評価が次年度の対策に資するための、行政部局間の連携強化 

6）適切な予算配分による本計画の着実な遂行と継続的な実施 

7）市民に伝わるメッセージ作成の工夫と確実な公表 

これら本協議会からの答申を活用し、温暖化防止の確実な成果を求めて下さい。なお、

委員コメントに対する市からの回答が、一覧の形でまとめられて伝えられる現行の仕組み

は、コミュニケーション過程として重要です。今後も続けて下さい。そして、このような

対話により、計画が、実効性の高い施策へと改善されることを希望します。 

 

平成 29 年 2 月 

茅ヶ崎市温暖化対策推進協議会 会長 山田 修嗣 
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１．茅ヶ崎市の温室効果ガス排出状況について 

 

茅ヶ崎市の排出状況が視覚化され、施策の一定の効果も確認できる。 

今後も、市民に実感をもってもらう書き方、最新の動向が確認できる書き方となるよう、

さらに工夫してほしい。 

市事務局内での確認と表記にとどまる部分が多く、獲得したデータのさらなる収集精査

も必要である。それには、データにもとづき何をどこまで取り組めばいいか等、PDCA サ

イクルを動かすためにも、今後の施策検討をいっそう進めるべきである。 

削減実績では、産業部門の努力が大きく反映されており、今後は施策の推進とともに各

分野の削減が不可欠である。この推進体制づくりは、行政の役割として期待が高まってい

るはずである。とりわけ、世帯数の増加、民生業務部門の従事者数増加が予測されている

が、この領域への働きかけは不足気味であり、早めの検討と対策が求められる。 

 

２．優先的に取り組む施策Ⅰについて 

 

 「ちがさきエコネット」を構築し、運用開始していることは評価できる。ただし、エコ

ネットの周知不足、エコファミリーの登録件数の伸び悩み、省エネナビやエコワットの貸

し出し認知度の低さは、依然として課題といえる。 

 制度の周知は、市内の多様な組織、団体、個人の協力を得て、目標管理と併せ一層の取

り組みを行ってほしい。そして、エコネットが継続的に利用されるよう、市民がアクセス

したいと思える工夫やアクセスしやすい工夫を取り入れ、コンテンツを強化し、双方向型

の情報交換を可能にしてもらいたい。 

 実際の情報を共有、活用し、報告がまとめられている点は、報告書として適切である。

そこで、把握した情報により確認された事項を、今後は施策に具体化する工夫が望まれる。 

 

３．優先的に取り組む施策Ⅱについて 

 

 市から事業者への、積極的な情報提供の実績があるのは評価される。ただし、エコ事業

者の登録件数が依然として少なく、早急な対策（提供される情報の量と質）が望まれる。

周知方法の見直し、市内の関係団体への協力要請、事業者への誘因（経済面の他、事業支

援、事業所イベントや事業活動の紹介等）をさらに検討するなど、取り組みを前進させて

ほしい。また、本社と事業所の別、を考慮しつつ、重複する作業の低減を検討し、入力の

仕組みも再考してはどうか。 

 アンケートデータ等と連動させた課題設定は、たいへん望ましい形である。可能ならば 

具体策まで展望できれば良い。これら見直しとともに、事業者との連携・協力が図られる
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ことが望まれる。 

 

４．優先的に取り組む施策Ⅲについて 

 
 市の補助事業における予定数の達成や、基金の積み立て実績など、重要な対策の成果が

認められる点は評価できる。ただし、顕在的な課題にたいし、さらなる取り組みの具体化

とともに、着実な解決が期待される。本項目の施策の継続、予算化の継続は必要であり、

例えば電気自動車の補助など、目標の達成に努力すべきである。また、電気自動車の活用

など、実演をともなう情報の提供も、実践的で必要な対応である。 

 「茅ヶ崎おひさまクレジット」の普及は、市民にも市にも利益となるが、売却先の問題

も含め、仕組みについて再検討が必要である。情報をわかりやすく提供する工夫で、仕組

みへの参加者を増やしてほしい。 

 公共施設の設備改善は温暖化対策の他、非常用電源の活用にも有効であり、進めて欲し

い。 

 

５．その他施策の実施状況について 

 
 市の諸施策が本件を通じて横断的に再構成され、網羅的に表現されており、各成果とと

もに望ましい結果といえる。連携的・協力的な組織関係が構築されつつある部分も評価で

きる。このような庁内連携の取り組みは、市民生活を支え、市民の満足度を高めるため、

今後も継続・推進してほしい。ただし、施策実施の効果や影響については、もう少し考察

し、PDCA サイクルを効果的に推進すべきである。 

 情報発信は、今後も、わかりやすさを工夫し、さまざまな機会を通じて行うべきである。

また、イベントや環境教育は、エコ意識が市民に浸透する可能性が高く、継続して推進し

てもらいたい。地域への環境教育を実施している団体や企業と連携すれば、実施可能性も

増えるはずである。 

 

６．茅ヶ崎市行政の取り組みについて 

 
 茅ヶ崎市の取り組みは、全般に着実な成果が確認でき、評価される。それゆえ、市の省

エネ活動や新庁舎の省エネ設備の効果を、市内の団体と連携して、もっとアピールしては

どうか。そうすれば、市民にたいする「見える化」の手段となり、市民にも職員にも温暖

化防止の啓発につながると思われる。また、職員にたいする積極的な教育機会の提供はも

ちろんのこと、教育内容の改善も視野に入れつつ、職員研修を継続してほしい。 

 社会情勢などにともない、庁内の実績は年度ごとに変動するだろうが、ひきつづき、着
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実な取り組みを継続してもらいたい。たとえば、新庁舎をはじめとする省エネ設備は、経

年劣化は避けられず、維持、保守管理、修繕の必要がある。こうした対策も、その他の設

備の新規導入とともに重要であるため確実な運用を期待する。 
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